集落地域の整備計画手法に関する研究-神奈川県の事例- by 川嶋,雅章
明治 大 学科 学 技 術 研 究 所紀 要
39(14):129-154,2000
Mem,Inst.Sci.Tech.MeijiUniv.
39(14):129-154,2000
集落地域の整備計画手法に関する研究
一神奈川県の事例一
川嶋 雅章
AStudyon
－AnExample
MethodstoImproveSuburbanAreas
inKanagawaPrefecture・
MasaakiKAWASHIMA
1)ePartmen彦㎡ んrchitecture
School(ゾScienceandTechnol()gy,ル1θ碗University
1-1-1Higashimita,Tama-leu,1('awasaki-shi,1('anagawa-leen,214-8571
Received～Vovemb〈lr-Z5,2000ニノ1cc4ptedMarch312001
Synopsis:ThispaperdescribestheresultsofasurveyconductedinKanagawaPrefectureonthe
procedureforproperlanduseandmethodsforpreparingPlanstoimproveco皿munitieswheretown
planningareasandagriculturaldevelopmentareasoverlapeachother.
Thesurveyincluded1)clarificationofthegeneralsituationofsuburbanareadevelopmentand
thestatusofagricUlturalcomlnunitiesinKanagawaPrefectureusingdocumentsandothermaterials;
2)analysisofthestatusof247co㎜unitiesinwhichtownplanningareasandagricultural
develop皿entareasoverlap,basedontheresultsofaquestionnairesurvey;3)classificationof
problemswithrespecttosuburbanareadevelop皿entplansdiscoveredasaresultofanalyseson111
communitieswhichconformedtotherequirementsgivenintheSuburbanCommunityAreaImprovement
Law,andtheconditionsforthenumberofhouseholds(1000r血ore)andthesizeofagricultural
land(10haormore);and4)classificationofproblemsrelatedtocommunityimprovementplans,
studyoncommunityimprovement叫Cthodsinaccordancewiththetypeofthecommunity,and
clarificationofmethodstooutlinecom皿unityi皿provementfor17selectedsurveyareas(11cities
andtowns).
KeyWords:Ruralsettlementimprovement,1anduse,Suburbanco㎜unityareaimprov皿entlaw,Urbanization
controlarea,Agriculturepromotinaera
1.は じめに
(1)調査の目的
都市近郊等の集落において、適正な土地利用整序の形成
を図 り、農業の生産条件 と都市環境 との調和のとれた地域
の整備を計画的に推進することを目的として、農水省、建
設省共管の集落地域整備法が、昭和62年6月に公布 され、
昭和63年3月に施行 された。
この制度の集落地域の要件は、①農業振興行政 と都市計
画行政の施策対象が重複する地域であること。つまり都市
計画区域 と農業振興地域が重複 している、市街化調整区域
及び未線引き都市計画区域における用途地域の指定外の地
域である。②地域の土地利用の状況などからみて、営農条
件及び居住環境の確保に支障を生 じている、または生ずる
おそれがあること。③調和の とれた農業の生産条件の整備
と都市環境の整備を図 り、適正な土地利用 を図る必要があ
ると認められること。④地域内に相当規模の農用地(10ha
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以上)と 相当数の住居な ど(150戸以上)と が存在するこ
となってお り、この要件を満たす集落地域は全国で約5,00
0～6,000存在すると想定 されている。(注:平 成9年3月
運用について一部改正)
集落地域整備法が昭和63年に施行 されてから、調査時点
までに法適用を受けたものは、12県、13地区である。
このため、本制度への取 り組みを活性化するためには、
地域の特性 と対策の必要性 ・緊急性 を踏まえた集落地域設
定の考え方、土地利用整序の基本的方向等について誘導 ・
提示 していくことが重要な課題 となっている。
本論は、神奈川県を事例に、都市計画区域 と農業振興地
域が重複 している集落地域における現状の問題 と計画課題
を明らかに し、更に、土地利用の整序の方向付けやその整
備計画手法について、具体的な集落地域における計画課題
別の類型化、タイプ別の整備方策の検討、及び類型化と整
備イメージの計画手法を提案することを目的とした調査研
究である。
(2)調査の方法
1)神奈川県の概況を把握するために、①地勢 と地域区分、
②土地利用の動向、③農地の状況、④農家 ・農業の状況、
⑤農業集落の現状について、既往資料等による整理を行っ
た。
2)都市計画区域と農業振興地域が重複 している集落地域
について、県が平成8年9月 に実施 した247の 集落地域
の 「集落地域現況調査」を基に再分析を行い、現状の問題
を明らかにした。
3)この集落地域現況調査の対象247集 落に対 して、集
落地域整備法の適用条件(総 戸数150戸以上、農用地10ha
以上)を 、神奈川県では市街化区域に隣接 しない地域で、
100戸以下でも土地利用調整が必要な集落があ り、地域
が一体とみなされ地理的条件を考慮 して数集落を一つの集
落地域と考えられるため、総戸数の条件 を100戸 以上、
農用地面積10ha以上の条件を満たす、111集 落にっい
て現状分析 し、計画課題の整理を行った。
4)更に、3)の作業を基に、各行政センターの担当者 と協
議 し、集落地域整備法の適用が考えられ る11市 町で17
地区の集落地域を選定し現地調査を行って、集落地域の具
体的な整備手法の検討 を行った。
2.神 奈川 県の概 況
(1)県の地勢と地域構成
神奈川県は、相模川の相模平野や酒匂川の足柄平野と、
多摩川、鶴見川、境川、引地川、金 目川等の河川沿いの低
地、下末吉台地、相模原台地、愛甲台地等がある台地部、
多摩丘陵と大磯丘陵の丘陵部、丹沢山地や箱根山地等の山
地部分から構成 されている。
地域構成は、大きく東部地域、中部地域、西部地域の3
地域に区分している。国土利用計画はこの単位で計画策定
されている。
地域の生活圏や行政区画の単位 としては、横浜 ・川崎地
域、三浦半島地域、県央地域、湘南地域、県西地域、津久
井地域の6地 域区分 としている。
なお、農業センサスでは横浜地区、川崎地区、横須賀 ・
三浦地区、県央地区、湘南地区、西湘地区、足柄上地区、
津久井地区の8地 区に区分 されている。
また、 「かながわ新総合計画21」では、地域政策圏とし
て国際文化交流都市圏、環境共生生活都市圏、緑住快適交
流都市圏の3圏 域を設定 している。 さらに、圏域の下には、
国際文化交流都市圏(横 浜地区、川崎地区、横須賀 ・三浦
地区)、 環境共生生活都市圏(県 央地区、湘南地区、津久
井地区)、 緑住快適交流都市圏(西 湘地区、足柄上地区)
の8地 区を設定 している。
(2)土地利用の動向
1)都市的土地利用計画の区分
神奈川県では、都市側からの土地利用規制 として新都市
計画法に基づいて、昭和45年6月に14市16町に線引き(市
街化区域 と市街化調整区域)を 指定 し、その後昭和54年、
59年(保留制度の導入、逆線引き)、 平成2年 に見直 しを
行った。
現在は、図1に 示す ように 「未練引き都市計画区域」
(線引きせずに用途地域だけを指定 した)は 、箱根町、湯
河原町、真鶴町、相模湖町の全域 と、山北町、藤野町、津
久井町の一部で、都市計画区域外の清川村の全域 と、松田
町、山北町、藤野町、津久井町の一部の県西部地域を除い
ては、線引き都市計画区域(19市10町:松 田町のみ一
部)と なっている。
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図1都 市計画区域
2)農業的土地利用
農業側か らの規制として、農業振興地域の整備に関する
法律により、農業振興地域が逗子市、葉山町、清川村、箱
根町 を除く33市 町村で指定 され、優良農用地については、
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農 用地 区域の指 定がな されている。
平成6年4月 現在 、農業振興 地域 と農 用地区域 は、表1
に示す よ うになってい る。
農業 振興 地域 は、51,206haで、 この内、12,337ha(24.1
%)が 農用 地区域 に指定 され ている。
市街 化調整 区域内の農地をみ ると、 田が5,329ha、畑 が1
5,721haある。地域別 にみる と、湘南地域 に農 地(32.4
%)が 最 も多 く存在 し、次いで県西地域(24.4%)となっ
てい る。 なお、横浜 ・川崎で も14.5%の農地 が存在 してい
る。
地 目別 では、 田は湘南地域(41.5%)に多 く、次い で県
央(24.9%)、県西(22.3%)に多い。畑 は津 久井地 区を
除 く地域 に分布 してい る。耕作放棄地 は1,108haで、湘南
(35.9%)、横浜 ・川崎(29.8%)、県央(25.4%)の3
地域 に多 くな って いる。
表1地 域別市街化調整 区域 ・用途無指 定、
農 業振 興地域、農用 地区域 面積
出典:神 奈川県土地統計資料集(平成7年3月)よ り作成
調整区域と用途無指定の資料は平成2年度都市計画基礎調査による
農業振興地域 ・農用地区域は県農地計画課調べ(平成6年4月)に よる
表2は 、農業地域類型別市町村を示 したもので、都市的
地域(可 住地に占めるDID面 積割合、人口密度が高い市
町村)が28市 町で、76%を占めている。平地農業地域
(耕地率、平坦地割合が高い市町村)は 、大井町、中井町
の2町 、中間農業地域(平 地農業地域 と山間農業地域の中
間的な性格の市町村)は 、松田町、箱根町、相模湖町の3
町、山間農業地域(林 野率が著 しく高い市町村)は 、清川
村、山北町、津久井町、藤野町の4町村である。
農業的土地利用条件から見ると畑地型(水 田率30%未
満)が27市 町村(73%)と多 くなっている。水田型(水
田率が70%以上)は 開成町だけで、田畑型(水 田率が30～
70%)は葉山町、厚木市、海老名市、座間市、平塚市、伊
勢原市、寒川町、南足柄市、大井町の市町である。
中山間地域の7町 村は、畑地型の地域 となっている。
表2農 業地域類型別市町村
水田型 田畑型 畑地型 計
都市的地域 1 8 19 28
平地農業地域 1 1 2
中間農業地域 3 3
山間農業地域 4 4
計 1 9 27 37
なお、表3は 、市町村別の土地利用計画区分、地形区分、
農業地域類型を示 したものである。
表3土 地利用計画区分 ・地形区分
・農業地域類型別市町村
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横浜市 o ○ o △ ◎ o
川崎市 ○ o ◎ ○ O
横須賀市 ○ ○ △ △ ◎ ○
鎌倉市 o ○ △ ◎ ○
逗 子市 o 一 △ ◎ ○
三 浦市 o ○ △ ◎ ○ ○
葉山市 o 一 ◎ O
相模原市 ○ O △ ◎ △ ○
厚木市 ○ ○ O O △ △ o
大和市 O O △ ◎ ○
海老名市 O O O △ △ ○
座間市 O ○ △ △ △ O
綾瀬市 ○ O ○ ◎ △ ○
愛川町 ○ O ◎ △ △ ○
清川村 一 一 一 △ ◎ ○
平塚市 ○ ○ ◎ △ ○ o
藤沢市 ○ ○ o ○ △ ○
茅 ケ崎 市 ○ ○ ◎ O ○
秦野市 ○ ○ △ ○ O ◎ ○
伊勢崎市 ○ ○ o ○ △ o O
寒川 町 o O ◎ △ o O
大磯町 O o △ o ◎ ○
二宮 町 ○ ○ ○ o ○
南足柄町 ○ ○ △ △ ◎ o
中井 町 O o O ◎ ○
大井町 O o O O O
松田 町 ○ o △ ◎ ○
山北 町 o O ◎ o
開成 町 ○ O ◎ O
小田 原市 ○ O ◎ △ ○ ◎ ○
箱根町 ○ 一 ◎ ○
真鶴町 o O ◎ ○
湯河原町 O ○ △ ◎ ○
城山町 o O △ ◎ ○
津久井町 O ○ △ ◎ O
相模湖町 ○ ○ △ ◎ O
藤野町 0 O ◎ O
県 29 7 33 1 8 19 1 1 3 4
3)市街地の拡大 と市街化調整区域の現状
①市街地の拡大
市街地の拡大は、高度経済成長期に既存市街地の外延的
拡大ばかりでな く、鉄道新線の沿線での大規模な宅地開発
や丘陵部の農村 ・山村での宅地化が発生した。昭和60年以
降は県央(厚 木市、海老名市)、 湘南(藤 沢市、秦野市)、
県西(大 井町、小田原市)で 、市街地の外延的拡大が顕著
である。
②市街化区域(用 途区域)と 市街化調整区域(用 途区域
外)の 人 口動向
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昭和55年から平成2年 の10年
間における、市街化区域(用 途
地域)の 人口増減率と市街化調
整区域(用 途地域外)の 人口増
減率を各市町村別に示 したもの
が、図2で ある。
a)線引き都市計画の場合
市街化区域では、ほとんどの
市町が人 口増加 を示 している。
中でも、厚木市、愛川町、山城
町、海老名市の増加が顕著であ
る。ただ し、箱根町、逗子市、
松田町では減少 している。
市街化調整区域では、鎌倉
市、松田町、大磯町、大井町、
厚木市、小田原市においては人
口減少が見られ、その他の市町
では、人 口増加 となっている。
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図2市 町村別の市街化区域(用 途地域)と 市街化調整区域(用 途地域外)の
人 口増減率(昭 和55年/平成2年)
市街化区域と市街化調整区域の人 口増減率を対比 して見
ると、次のような傾向が見られる。
・城 山町は、市街化調整区域と市街化区域の両方 ともに
人口増加が著 しい。
・厚木市 と大井町では市街化区域内の人口増加が見られ
るが、市街化調整区域では人口減少 となっている。
・箱根町 と逗子市では市街化区域人口は減少 しているが、
市街化調整区域の人口が増加を示 している。
・山北町は市街化区域の増加は少ないが、市街化調整区
域の人 口増加が高い値を示 している。
b)未線引き都市計画の場合
未練引き都市計画区域の湯河原町、津久井町、真鶴町、
藤野町等においては、線引き都市計画の市街化調整区域よ
りも用途区域外の人口増加が著 しく増加 している状況が見
られる。
・特に、津久井町では用途区域の人 口増加 も著 しい。
・真鶴町では用途区域の人 口が減少 しているが、用途区
域外が増加 している現象を示 している。
③市街化調整区域の開発規制
市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区域(都 市計画
法第7条 第3項)で あり、区域内の開発には、厳 しい制限
が設けられている。ただし、以下のような開発については、
開発許可を受けずに開発することができることになってい
る。
a)農家の二 ・三男が分家する場合の住宅等(都 市計画法
第29条第1項 第2号)
b)市街化 区域に隣接 し、かっ自然的社会的諸条件から市
街地と一体的な日常圏内にあ り、おおむね50戸以上の建
物が連担している区域内にある場合。(都 市計画法第43
条第1項 第6号 のイ)
c)市街化調整区域に指定 された際に既に宅地であった土
地(都 市計画法第43条第1項 第6号 のロ)
なお、県では計画的な土地利用を図るために、平成8年
3月に 「神奈川県土地利用調整条例」(平成8年 神奈川県
条例第10号 。以下 「条例」とい う。)を 制定 している。
市街化調整区域等における大規模開発の抑制について、
土地利用の方針や開発計画の審査の基準等を定めた 「審査
指針」を定めている。
これによると、市街化調整 区域においては、原則として
都市的な土地利用を避け、良好な自然環境の保全 と農林業
の振興 を図 り、市街化を抑制するものとしている。
しかし、産業活動の活性化、教育文化活動の支援、生活
環境の整備等の要請については、土地利用においても考慮
する必要がある。こうした見地から、この条例の審査に当
たっては、市街化を促進するおそれのない一定の 目的 〔研
究施設等 ・研修施設、大学等、教育施設 ・文化施設、社会
福祉施設 ・医療施設、その他の建築物(交 通運輸、放送、
農産物貯蔵加工、沿道サー ビス施設等)〕 ・用途の開発行
為にっいて、自然環境等の保全 と農林業的土地利用 との調
和を図 りつつ限定的に認めるものとしている。
③特定地域の開発規制
特定地域(都 市計画法第7条 第1項 に規定する市街化区
域及び市街化調整区域の区分が定められていない区域の う
ち、同法第8条 第1項 第1号 に規定する用途地域の定めら
132
集落地域の整備計画手法に関す る研究 一神奈川県の事例一
れていない地域並びに同法第5条 第1項 に規定する都市計
画区域以外の地域をい う。以下同じ)においては、市街化
調整区域における取扱いに準ずるものとし、地域振興等の
要請に配慮 しっっ、計画的な土地利用を確保するものとす
る。従って、本条例の対象となる開発行為については、当
該地域の存する町村が策定する 「特定地域土地利用計画」
や 自然環境 との調和 を図 りつつ、限定的に認めるものとし
ている。
(3)農地の状況
1)農 地の動向
①地区別の農地面積の推移
県の農地は、減少傾向にある。地区別では、図3に 示す
ように湘南、県央、横浜、川崎地区の減少が大きい。
②農業振興地域内農地の動向
農業振興地域内農地の昭和60年から平成7年 までの10年
間の動向を示 したものが表4で ある。
農業振興地域面積の拡大が海老名市(373%)、城 山町(108
%)で行われ、逆に縮小 したのが綾瀬市(86%)、松田町(83,7
%)である。
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図3地 区別農地面積 の推移
農振地域内農地面積の拡大は、区域面積の拡大による海
老名市(284%)と小田原市(109%)で、農振地域内農地面積の
縮小は厚木市(78%)、湯河原町(79%)に見られる。
農用地区域内農地面積の動向としては、相模湖町(59%)、
秦野市(76%)、二宮町(77%)で縮小が見 られ る。
白地農地面積の動向は、海老名市(459%)、南足柄市(235
都市計画区域と農地面積、及び農業振興地域の農用地 ・白地の現状と農地面積の推移
都市計画区
域面積
市街化区域
/用途地域
面積
市街化調整
区域/用途
地域外面積
市街化区 市街化頂整区域(用途増域外)商口地(覧良案振興地
域面積
農振地域内
農地面積
島用地区域
面積
●用地内農
地面積 白地面積 面積
農振地域白地内農地 農垣内量
地面積
肝ノS60
農用地内
農地面積
H7!S60
白地内農
地H7!S60
白地島地
面積率
域内艮塩
㈲ 田 畑 ㎜ 小計 面積H7/S6⑦
横浜市 43,29732,78810,50935.08.549.6 7.065.0 4,925 L796 1,087 1,056 3838740 100.3%95.5%97.6%92.6%4L2覧
川崎市 14,38512,6791,70683.2 2.614.10.016.8 272 96 104 88 1688 100.0%95、〔楕 104.8%47.1%8.3%
横須賀市 10,0403,684 6,35619.710.766.8 2.780.3 565 354 348 348 217 6 100.4%98.3%100.6%42.9% L7%
鎌倉市 3,953 2,571 1,38246.9 2.15L1 0.053.1 115 58 47 43 68 15100.0%100.0%100.0%100.0%25.9%
逗子市 1,786 852 93477.3 0.O22.7 0.022.7 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
三浦市 3,129 792 2,3377.1 3.989.0 0.092.9 2,025 1,126 L149 1,119 876 7 100.0%101.4%101.4%"6.7% 0.6%
葉山市 1,700 511 1,18928.522.440.5 8.671.5 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
相模原市 9,0η 6,469 2,60842.28.044.9 5.057.8 731 528 321 319 410 209 99.2覧 95.7%99.1%90.9%39.6%
厚木市 9,383 3,102 6,28120.334.739.4 5.579.7 3,690 1,383 460 449 3230 934 97.9%78.3%102.0%70.4%67.5%
大和市 2,858 2,007 85154.93.841.4 0.045.1 287 116 55 55 232 61100.0%100.0%100.0%100.0%52.6%
海老名市 2,520 1,3781,14223.344.330.5 L9 76.7 869 518 80 73 789 445373.0%284.6%85.9%458.8%85.9%
座間市 1,794 L253 54135.629.035.4 0.164.4 460 203 189 186 271 17 97.3%94.0%94.4%89.5%8.4%
綾瀬市 2,224 匡,028 1,19620.77.671.6 0.079.3 744 299 153 147 591 15286.0%92.0%97.4%87.4%50.8%
線
引
き
都
市
計
画
区
域
愛川町 3,411 898 2,51329.812.842.614.770.2 615 277 253 232 362 45100.5%90.8%96.3%70.3%16.2%
平塚市 6,788 3,095 3.69316.643.438.3 1.883.4 2,739 1,6601,124 1,117 1615 54398.5%94.1%90.7%101.7%32.7%
藤沢市 6,963 4,685 2,27827.816.350.1 5.872.2 L794 1,065 703 682 lo91 38399.7%96.7%87.9%U7.8%36.0%
茅ケ崎市 3,576 2,213 L363 37.011.942.8 8.363.0 124 101 101 99 23 2 100.0%93.5%95.2%50.0%2.0%
秦野市 10,3622,4417,92127.29.355.9 7.672.8 3,440 1,318 870 853 2570 46599.6%89.4%76.2%131.0%35.3%
伊勢原市 5,552 1,1374,41510.934.254.9 0.089.1 1,886 L260 η6 710 U70 55098.8%89.5%87.0%92.9%43.7%
寒川町 L322 698 62429.324.033.912.870.7 433 240 172 162 261 78102.9%9L3% 94.2%85.7%32.5%
大磯町 1,723 548 1.口5 16.38.274.9 0.683.7 720 298 297 292 423 6 100.0%100.0%98.0% 2.0%
二宮町 896 434 46216.0 1.282.8 0.084.0 289 120 99 99 190 21100.3%80.5覧 77.3%100.0%17.5%
小田原市 U,424 2,8118,61312.917.569.6 O.087.1 5,5532,494 1,283 1,282 4270 121299.1%108.9%81.6%168.8%48.6%
南足柄市 7,757 715 7,0428.92L2 69.8 0.091.1 L878 768 651 648 1227 12096.6%93.5%叙L2%235.3%15.6%
中井町 1,975 222 1,75347 5.985.3 42 95.3 1,564 501 316 311 1248 190100.1%96.2%102.3%87.6%37.9%
大井町 1,471 325 1,14616.724.957.3 1.283.3 908 374 252 252 656 122100.0%99.2%98.8%100.0%32.6%
松田町 571 198 3736.6 O.314.5 0.O14.8 427 209 165 162 262 47 83.7%87.4%85.3%95.9覧 22.5%
開成町 656 252 40421.557.316.4 4.878.5 183 123 113 U2 70 ll100.o覧100.0%100.0%100.0%8.9%
城山町 1,911 216 1,69519.57.762.310.480.5 627 194 97 82 530 112lo8.1%90.2%84.5鷲 94.9%57.7%
計 172,50490,00282,5025.317.953.0 3.774.737,86317,47911,20510,97826,6586,50100.6%96." 90.8%107.8%37.2%
未
線
引
き
域都
市
計
画
山北町 2,153 304 1,84935.4 2.965.8 0.068.7 6,855 522 324 324 6531 19899.9%95.1%92.3%100.0%37.9%
真鶴町 700 132 568 2.0 0.O 98.0 0.098.0 斑 99 舗 48 190 51 93.0%93.4%98.0%89.5%51.5%
湯河原町 4,099 399 3,70018.70.091.3 O.081.3 437 278 184 184 253 鮪 940質 78.5%93.9%162.1%33.8%
箱根町 9,403 48.9 0.051.1 o.o凱 、0 一 一
津久井町 5,090 295 4,79510.61.887.3 o.489.4 2,000 520 218 214 1782 306100.7%92.0%89.9%93.6%58.8%
相模湖町 3,140 178 2,962 2.8了↓3 2.579.6 765 151 70 70 695 81100.0鷲93.8%59.3%188.4%53.6%
藤野町 2,428 215 2,21311.80.328.0 0.128.4 乙822 296 205 205 2617 91lOO.0%100.0%99.5%10L1%30.7%
区 計 27,0131,52316,08720.5性7 77.70.479.513,1171,866 1,0491,04512,068 821 99.7覧 91.9%go.2%106.2%卓LO%
B告外 清川村 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一
県計 199,517 245 16.753.3 3.573.450,98019,34512,25412,0238,7267,322100.3%96.0%90.7%107.6%37.8%
出典:1)都市緬 区域は県都市計画謀翼べによる(平成7年4月1日現在)
2)農業振興地域面積は県農地計画謀簡べ(平成7年3月31日)による。
3)市街化演整区域/用途無指定区域内農地は、県都市政策躁 「平成2年度都市計画基礎頁査」 (平成2年6月 現在}より作成
《単位:he)
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%)、相模湖 町(188%)、小 田原市(169%)、湯河原町(162%)で
拡大が見 られ 、横須賀 市(43%)、川 崎市(47%)、茅 ヶ崎市(5
0%)、厚木市(70%)、愛川町(70%)では、縮小 している。
2)農地 の現況
①都市計画 区分等 の農地 面積 の構成
都 市計画 区分別 に農地 の状 況を示 した ものが表4で ある。
これ に よる と市街化 調整 区域 内農 地面積率の高い市町村は、
中井町(95%)、三浦市(93%)、南足柄市(91%)、伊勢原市(89
%)、小 田原 市(87%)、二宮町(84%)、大磯町(84%)、平塚市
(83%)である。
②農業振興地域 内 白地農 地の現況
農業振興地域 内の 白地農地の面積率が多い市町村は 、表
4に 示す よ うに海老名 市(86%)、厚 木市(68%)、津久井町(5
9%)、城 山町(58%)、相模 湖町(54%)、真鶴町(52%)、綾瀬市
(51%)であ る。
白地農地 の面積 が多い市町村 は小 田原 市(1,212ha17%)、
厚木市(934hal3%)、横 浜市(740halO%)、伊勢原 市(550ha
8%)、平塚 市(543ha7%)、秦野 市(465ha6%)、海老名 市(4
45ha6%)であ る。
③耕作放棄 地の現状
各市町村 の農地 面積 に占める耕 作放棄地割合 が多い市町
村 は、愛川 町(15%)、寒川 町(13%)、城 山町(10%)、葉 山町
(9%)である。
3)農地整 備の状 況
① 田の整備 状況
県の 田の整備状 況は 、表5に 示す よ うに農 振農 用地(青
地農 地、以下農用 地)は0.2ha未満 の区画形状 が77.8%で、
0.2ha以上の整備 は1.2%とわず かで ある。
農用地の 田を主体 とす る市町村 の 内、不整 形の割合 が開
成 町(100%)、南足柄 市(85.6%)では高い。 厚木市、座間
市、平塚市 、藤沢 市、伊勢原 市、寒 川市 は、0.2ha未満 の
整 備率は高い。
白地農地の整備 も同様 に、0.2ha未満 の区画形状 が78.2
%で 、不整形 は21.8%である。
白地面積の 田が多い 、厚木 市、海老名市、伊勢原市 、小
田原市 を見 る と、0.2ha未満の 区画 形状 が海老名 市では100
%で 、不整形 は2割 弱 である。
農道 整備状況 は、農用地 で61.7%、白地農地で は31,4%
であ る。
農用地で は、寒川 町(100%)と 平塚 市(93%)の 整備
が進んでい る。 なお、伊勢原 市では農用地(85.1%)、白
地農地(98.7%)とも農道整備 が進 んでい る。
用水整備 の状況 では 、農用 地の不備は13.2%、白地農地
の不備 は24.1%であ る。
秦野市 と厚木 市の農用地の用水 不備が45%で、 白地農地
では厚 木市の用水不 備が84.6%と高い値 を示 してい る。
表5神 奈川県の田の整備状況 単位:%
区画形状 農道整備 用水整備
農振農用地 白地農地 農用地 白地農地 農用地 白地農地
0.2』以
上0.3』
未満
0.2ha未
満
不整形 0.幼a未
満
不整形 整備済 整備済 不備 不備
1.277.821.078.221.861.731.413.224.1
出典:関東の農地整備状況 平成6年ll月関東農政局計画部より作成
②畑地 の整備 状況
区画整 形につ いて、農用 地は43.3%で、藤 沢市(99%)、
綾瀬 市(85%)、 寒川町(82%)で 区画 整形割合 が高い。
白地農 地は14.8%にす ぎず、各市町村 とも不整形 であ る。
農道 の整備状 況は、農 用地で54.3%が整備済 みで、川崎
市(85%)、 愛川 町(85%)、 寒川 町(82%)が 高い。 白
地農 地は15.5%である。
表6神 奈川県の畑地 の整備状 況 単位:%
区画形状 農 道 畑地かんがい
農用地 白地農地 農用地 白地農地 農用地 白地農地
整形 整形 整備済 整備済 有 り 有り
43.3 14.8 54.3 15.5 15.2 3.2
出典:関東の農地整備状況 平成6年ll月関東農政局計画部より作成
③樹園地の整備状況
区画整形について、農用地では不整形が86.9%で、未整
備な樹園地が多い。
特に、8%以 上の傾斜地では、不整形な割合が非常に高
くなっている。
白地農地の区画整形は9.7%にすぎない。
農道について、農用地では38.3%の整備で、白地農地は
16.1%である。
表7神 奈川県の樹園地の整備状況 単位:%
区画形状 農道
農振農用地 白地農地 農用地 白地農地
区画
整形
不整
形
区画整形 不整形 区画
整形
整備
済
`
整備
済
1
8'未満 8'以上 8'未満 8'以上
13.186.912.40.7 23.163.99.7 38.316.1
出典=関東の農地整備状況 平成6年11月関東農政局計画部より作成
(4)農家 ・農業
D農 家数
①総農 家数数 は1995年の農業セ ンサスに よる と、32,948戸
で減 少傾 向にある。
昭和60年か ら平成7年 までの地 区別 総農家数 の増減率 を
み る と、減少 率の高い地区は、津久井(20%)、川崎(19%)、
横 浜(15%)、県央(15%)、横 須賀(14%)、三浦(14%)で、減 少
率 の低 い地 区は、足柄 上(6%)、西湘(12%)とな ってい る。
②農 家数 の66.2%が販 売農 家で ある。 いずれ の地区 も減 少
で、特に津久井(28%)、川崎(19%)、県央(15%)で減少 して
いる。販 売農家 の構成 比では、横須賀 ・三浦 の78.7%、湘
南 の73.2%、西湘 の70%と高 くな ってい る。
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③総農家の22.3%が主業農家(農 業所得が主で、65歳未満
の農業従事60日以上の者がいる農家)で ある。地区別では
特に横須賀 ・三浦で55.7%と高く、次いで横浜(28%)、湘
南(28%)、西湘(21%)となっている。
単一経営では、主業農家が酪農(88%)、施設野菜(82%)、
養豚(81%)、養鶏(77%)で高い割合を占めている。
④総農家の14.7%が専業農家で、第1種 兼業農家は14.7%、
第2種 兼業農家が70.6%となっている。
⑤総農家の8割 以上が1ha未満の経営耕地である。
⑥農産物販売金額規模別農家数では、1,000万円以上の農
家が増加 している。なお、1,000万円以上の割合は、酪農
(67%)、養鶏(58%)、施設野菜(33%)、花き ・花木(27%)、露
地野菜(18%)となっている。
⑦各地区 とも単一経営が6割 以上で、横須賀 ・三浦では9
割以上を占めている。
横須賀 ・三浦、横浜、川崎地区では露地野菜、県央地区
では稲作、西湘、足柄上地区では果樹類、津久井地区では
酪農が最も高い割合 を占めている。なお、施設野菜は湘南
が高い。
⑧農業専従者のいる農家数は減少している。農業専従者が
いる農家数の高いのは、酪農(99%)、施設野菜(98%)、養豚
(97%)で、稲作(37%)、果樹(61%)では低い。
表8農 家数の状況
総農家数 販売農家数 主業農
家構成
比
1
単一経
営の構
成比
平成
7年
増減率
平7/2
平成
7年
増 減率
平7/2
構成
比
平 針 32,948△13.3 21,796△13.4 66.2 223 7L5
横 浜 5,190 △15.0 a493 △14.7 67.3 28.3 66.9
川 崎 L703 △19.1 1,048 △19.4 61.5 17.6 75.9
横須賀
・三浦
2,081 △14.4 1,638 △7.5 78.7 5玩7 92.0
県 央 6,726 △15.0 4178 △15.4 62.1 146 72.3
湘 南 8,325 △11.8 島097 △12.5 73.2 27.5 62.0
足柄上 3,824 △5.9 乳306 △10.0 60.3 8.9 76.2
西 湘 3,491 △1L6 乳443 △9.7 70.0 2LO 77.9
津久井 1,608 △19.5 593 △28.2 36.9 5.3 76.6
出典:1995年農業センサスより作成
2)世 帯員
①農家人 口は表9に 示す よ うに154,460人で、減 少傾 向に
あ る。特 に、津久井(24%)、川崎(21%)地区で減 少率が高 い。
農家人 口に占め る65歳以上の割合 は、各地区 とも増加 し、
各 地 区とも25%程度 とな ってい る。
②農 業就業人 口は59,560人で、平成2年 の71,404人に対 し
16.6%の減少 となってい る。
販 売農 家 にお ける農 業就 業人 口を年齢別 に平成2年 と比
較す る と、65歳以上 は6.4%増加 、64歳以下はいずれの階
層 で も減 少 してい る。
③ 後継 ぎ予定者 がい る農家数は27,151戸で82.4%となって
い る。 同居後継 ぎの場合 には72%であ る。
表9農 家人口の状況
農 家 人 口 65歳 以 上
平成7年 増減率
平7/2
農家人口 構成比
県 計 154,460人 △17.0% 37,551人24.3%
横 浜 24,753 △18.3 5,985 24.2
川 崎 8,412 △21.2 2,053 24.4
横須賀
・三浦
9,936 △16.3 2,360 23.8
県 央 30,877 △19.4 7,571 24.5
湘 南 39,712 △15.7 9,429 23.7
足柄上 17,749 △9.7 4,274 24.1
西 湘 16,029 △15.3 4,016 25.1
津久井 6,992 △23.9 1,863 26.6
出典:1995年農業センサスより作成
3)土地
①経 営耕 地面積 は18,687haで、平成2年 に対 して13.5%の
減 少 とな って いる。 田は4,502ha(24.1%)で、15、4%の
減 少、畑 は9,551ha(51.1%)で、13.5%の減少、樹 園地
は4,634ha(24.8%)で、11.5%の減少 となっている。
地区別 の地 目別 経営耕地の構成割合 を表10で見 た場合 、
田は県央(33.3%)、湘南(32.5%)、足柄上(29.9%)地区に多
い。畑 は横須賀 ・三浦(91.2%)、横 浜(68.5%)、津久井(67.
1%)地区 、樹 園地 は西湘(64.3%)、足柄上(48.5%)地区で多
くなってい る。
②1戸 当た りの農 地利 用状 況は次の よ うであ る。
・1戸 当た りの 田の耕 地面積 は29.4aで、湘南(34.5a)、
西湘(30.6a)、県央(30a)地区で平均 よ り多 くな ってい る。
・1戸 当た りの畑 の耕地面積 は34.6aで、横 須賀 ・三浦地
区は72.5aと非常 に多 くなってい る。
・1戸 当た りの樹園地 の耕 地面積 は32.5aで、西 湘地区で
は52aとなってい る。
③ 大規模農家 で、借入耕地 面積 の増加 が見 られる。
④耕作放 棄地 の総面積 は1,215haで、平成2年 に対 して18.
7%の減少 とな ってい る。 地区別で は西湘がやや増加 して
い る。 県央で は耕 作放 棄地が減少 している。
表10土 地 の状 況
経営耕地面積 地 目別 営耕地の構成 耕作放棄地
平成7
年(ha)
増減率
平7/2
田
㈲
畑
(%)
樹園
地(%)
面積
(ha)
増減率
平7/2
県 計 18,687△13.5 24.1
■
5L1 24.8 1,214△18.7
横 浜 2,794 △14.6 9」
.
68.522.4 68 △25.2
川 崎 664 △22.3 7.7 6L4 30.9 ll △4.3
横須賀
・三浦
1,623△5.8 5.4 91.2 3.4 61 △20.3
県 史 3,488 △15.7 33.3 52.214.4 178 △42.4
湘 南 5,573△12.4 32.5 52.8 14.7 339 △IL2
足柄上 L840 △10.7 29.9 2L6 48.5 187 △16.6
西 湘 2,160△12.5 25.5 10.2 64.3 216 0.8
津久井 545 △24.6 6.7 67.1 26.3 155△16.4
出典:1995年農業セ ンサスよ り作成
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(5)農業集落の現状
1990年の農林業センサスより神奈川県内の農業集落の状
況を述べる。
1)集落の規模
県内の農業集落の総戸数規模は、表llに示すように、約
7割が150戸以上の農業集落である。500戸以上の農業集
落も636(42.5%)ある。
表11総 戸数規模別農業集落数
9戸
以下
10～
29
30～
49
50～
99
100～
149
150～
199
200～
299
300～
499
500戸
以上
合 計
6
04
82
55
96
64
184
123
107
72
87
58
121
81
1了7
118
636
425
一
1496戸
100%
出典=1990年農林 業センサス よ り作成
2)農家率
農業集落の農家率を見た場合、10%未満の農業集落数が
918(61.4%)もある。農家率50%以上の農業集落は117
(7.8%)にすぎない。
表12農 家率別農業集落数
10%
未満
10～
20
20～
30
30～
40
40～
50
50～
60
60～
70
70～
80
80～
90
90%
以上
合計
918
614
216
144
111
74
63
42
71
47
49
33
36
24
15
10
11
07
6
04
1496戸
loo%
出典:1990年農林業セ ンサス より作成
3)経営耕地面積
農業集落の経営耕地面積を見た場合、10ha未満の農業集
落が781(52.2%)と約半数を占めているが、これ らは集
落地域の要件を満たさない地域である。
表13経 営耕地面積別農業集落数
10ha
未満
10～
20
20～
30
30～
50
50～
100
100～
150
150～
200
200～
300
300ha
以上
耕地
がない
合計
781
522
339
227
163
109
130
87
了2
48
7
05
0
0
0
0
0
0
4
03
1496戸
100%
出典:1990年農 林業センサスよ り作成
4)農業地域類型
農業集落 を農業地域類型別に見たものが表14で、都市的
地域が26市町村 と最も多く、平地農業地域は中井町、大井
町の2町 、中間農業地域は松田町、箱根町、相模湖町の3
町、山間農業地域は山北町、清川村、津久井町、藤野町の
4町村である。
表14農業地域類型別農地形態別農業集落数
市町村 水 田 型 田 畑 型 畑 地型 農業集落
都市的地域 26 111 275 851 1237(82.7)
平地農業地域 2 8 6 32 46(3」)
中間農業地域 3 0 10 40 50(3.3)
山間農業地域 4 O 22 141 163(10.9)
合 計 35 119
(8.0)
313
(20.9)
1064
(7L1)
1496臼00)
《100)
出典:199眸農林藁センサスより作成
農業 地域類型 別の農 業集落 は、都 市的地域 内が1,237集
落 で、82.70/。を 占めてい る。
県内で は畑 地型が1,064集落(71.1%)、次 いで 田畑型
313集落(20.9%)、水 田型119集落(8.0%)で 、畑 地型
の農業集落 が多 い。
3.重 複 地域の農 業集落の現状 と問題
(1)都市計画区域と農業振興地域が重複 した農業集落
神奈川県における集落地域整備法の対象 となる都市計画
区域 と農業振興地域が重複 した集落区域は、図4に 示すよ
うな区域である。
1990年の農林業センサスによると、神奈川県の農業集落
は1,496集落で、この内集落地域整備法で対象としている
都市計画区域と農業振興地域の重複地域の農業集落数は、
表15に示す ように799集落である。
なお、神奈川県の特徴 として、市街化区域と市街化調整
区域の両方に含まれる農業集落が490あり、重複地域の61
%を 占めている。 これ らの農業集落では、市街化区域縁辺
部の土地利用調整が必要な農業集落 と考えられる。
表15法 制上の地域指定に該当している農業集落
1
域
農業振興地 農業振興地域
外
合 計
市街化区域 350
市街化区域と市街化
調整区域の両方
2ユ4
-n
　
207 697
市街化調整区域 17 231
その他の都市計画 48 143
都市計画区域外 59 16 75
合 計 858 288 1496
出典:1990年農林業センサス 第t2巻農業集落類型別報告より作成
(2)重複地域における農業集落の現状と問題
1)農業集落の調査対象
県では、平成8年9月 に都市計画区域と農業振興地域が
重複 した集落地域にっいて 「集落地域現況調査」を行って
いる。
調査対象の農業集落は、図5に 示すように、都市計画区
域と農業振興地域が重複 した農業集落ではあるが、市街化
区域(用 途区域)内 に既存集落がある場合や調整区域内
(用途区域外)の 農業振興地域内に既存集落がない場合に
は、調査対象か ら除外すると、調査対象の農業集落数は2
47集落である。
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図4都 市計画区域 と農業振興地域が重複 した集落区域
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図5調 査対象地域
2)調査対象集落の概況 表16総 戸数規模別の集落数
①集落の状況
a)総戸数
総戸数は、100戸未満がll7集落で47%を占めている。次
いで、150戸以上が94集落で38%、100以上150未満が36集
落で15%となっている。 表17農 地面積規模別の集落数
b)農地面積
10ha以上の農地面積があるのは167集落で68%となって
100戸未 満 117 47%
100戸以上150戸未満 36 15%
150戸以上 94 38%
10ha未満 80
ト
32%
10ha以上 167 68%
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い る。10ha未満 は80集落で32%となっている。
c)人口の動向
横這いが110集落で45%を占めている。増加 している集
落は95集落で38%、減少 している集落は42集落で17%とな
っている。
表18人 口の動向別の集落数
減 少 42 17%
1
横這い
`
110 45%
増 加 95 38%
d)集落形態
集居集落が169集落で68%を占めている。次いで密居集
落が49集落(20%)、山場の散居集落が20集落(8%)、
平場の散居集落が9集 落(4%)と なっている。
表19集 落形態別の集落数
密居集落 49 20%
集居集落 169 68%
散居(平 場)集 落 9 4%
散居(山 場)集 落 20 8%
e)傾斜区分
平地が165集落で67%を占めている。傾斜地15度以上の
集落が82集落(33%)ある。
表20傾 斜区分別の集落数
平 地 165 67%
傾斜地15度以上 82 33%
1
f)社会資本の整備
公民館(集 落集会所を含む)が 整備 されている集落は、
175集落で、71%となっている。
学校がある中心集落は64集落(26%)ある。
病院(診 療所を含む)が ある中心集落は49集落(20%)と
なっている。
表21社 会資本整備の状況
病院がある 49 20%
学校がある 64 26%
公民館がある 175 71%
役場がある 17 7%
②土地利用
a)土地利用の転換 とその影響
農林業的土地利用から他用途への転換が進んだ集落は、
図6に 示すように1か ら4の82集落(33%)である。
転換が進んだ影響 としては、マイナス要因として 「1.自
然環境や景観が悪くなった」29集落(12%)、 「2.集落内
の他 の家 、他の人 とのつ きあいが希薄 になった」8集 落
(3%)で あ る。プラスの要 因 として は、 「3.生活環境 や
生活 意識 の改善 が進んだ」28集落(11%)、 「4.集落 に活
気が でて きた」17集落(7%)と な っている。
6.転換は進んでいない
41X(102)
1.自然環境や景観が悪くなった12X
(29)
集落 内の他の家、他の人とのつ
ながりが希薄 になった3X(8)
3集 落 に活 気がでてきた7X(17}
4.生活環境や生活意識 の
改 善が進 んだ
11M(28)
5.あまりかわらない26S(63)
図6他 用途への転換状況 と転換の影響
b)土地利用問題
集落内の土地利用の変化により問題が生 じている集落は、
図7に 示すように、1か ら3の105集落(43%)ある。
最も多い問題は 「2.末利用地 ・低利用地が多い等、効率
的な利用が行われてない」が49集落(20%)、次いで 「1.
各種の土地利用が混在する等、集落全体の土地利用が無秩
序である」が29集落(12%)、 「3、各種の開発 により地価
の高騰や環境 ・自然破壊が懸念 されている」が27集落(ll
%)と なっている。
4.特に問題はない
57%(142)
1.各種の土地利用が混在する等集
落全体の土地利用が無秩序である
12X(29)
2.末利用地・低利用地が多い等効
率的な利用が行われていない20X
(49)
各種の開発により地価の高騰や
環境 自然破壊が懸念されている
11X(27)
図7集 落内の土地利用問題の発生状況 と問題
c)住宅地の状況と問題
従来からの住宅地の状況については、問題がある集落は
図8に 示すよ うに1か ら4の99集落(41%)ある。
最 も多い問題は 「3,居住地域の中を通る道路の幅員が狭
い等、車の通行に不自由している」で、73集落(30%)と
なっている。この他は、 「4.一軒当たりの宅地面積が小 さ
かったり、区画が不整形であり、区画整理 したいjl5集落
(6%)、 「1.位置 ・地形条件が悪く、出来たら集団移転
したい」9集 落(4%)、 「2.散居となってお り不便なの
で、適当な所にまとまりたい」2集 落(1%)と なってい
る。
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5特 に問題 はない
59X(148)
1.位置 ・地 形条件が悪く、出来たら
移転したい4X(9)
なっており不便なので、適
所にまとまりたいIX(2}
.居住地域 の中を通る道路の幅 員
が狭い等、車の通行に不 自由してい
る30S(73)
一軒 当たりの宅地面積が小さ
かったり、区画が不整型であり区画
整理がしたい
6X(15)
図8住 宅地の状況
の確保 」7集 落(3%)、 「4.農業排水施設 の整備」6集
落(3%)と なっ てい る。
④ 生活環境施設 の評価 と要望
a)生活環境施 設整備の評価
生活環境施 設整備の評価 は、図11に示す よ うに 「4.あま
り整 備 され ていな い」 と 「5.ほとん ど整備 され ていない」
で123集落あ り、50%を占めてい る。 「1.十分整備 され て
い る」 「2.まあま あ整備 され ている」は15集落(6%)に
しかす ぎない。なお 、 「3.普通」が109集落(44%)と な
ってい る。
d)スプロール等の宅地化状況
スプロール等の宅地化が進んでいる集落は、図9に 示す
ように1か ら4の117集落(48%)となっている。
宅地化状況別では 「3.幹線道路の周辺での宅地が進ん
でい る」が48集落(20%)と最も多 く、次いで 「1.集落の
周辺で宅地化が進んでいる」41集落(17%)、 「4.全般的
に宅地化が進んでいる」25集落(10%)、 「2.集落周辺以
外で も宅地化が進んでいる」3集 落(1%)と なっている。
1.集落周辺で宅地化が進んでいる
17X(41)
.集落周辺でも宅地 化が進んでい
るIX(3}
3.幹線道路の周辺でも宅地化が進
んでいる
2c";(藺)
4全 般的に宅地 化が進んでいる
10et(25)
図9ス プロール等の宅地化状況
③農 業生 産 基盤施 設 の状況
図10は、整 備 が必 要 と思 われ る生産基盤施設 を示 した も
ので ある。最 も多い のは 「2.農道 の整備」 で157集落(65
%)と な ってい る。 次い で 「5.近代化施設 の整備 」37集落
(15%)、 「1.ほ場 整備 」33集落(14%)、 「3.農業 用水
5ほ とんど整備されていない
9X(22
4あ まり技債されていない
"N(101)
1.十分整備されている
Olt(1)2ま あまあ整備されている
6X(14)
3.普通
44X(109}
図11生 活環境施設整備 の評価
b)生活環境施 設の整備 要望
整備が必要 な生活環境施設 を示 した ものが図12であ る。
最 も多 いのは 「2.集落道 路の整備 」で、122集落 、52%
を占めて いる。次 いで 「4.集落排水の整備」44集落(19
%)、 「3.公園等 の整備 」33集落(14%)、 「1.新規宅地
の整備」20集落(9%)、 「5.集落施 設の整 備」13集落
(6%)と な って いる。
5.集落施設の整備1.新 規宅地 の整備
6X(13)9X(20)
4集 落排水の整
19X(μ)
3公 園等の整備
14M(33) 集落道路の整備
52S(122)
図12整 備が必要な生活環境施設
5.近代化 施設の整備
15X(3
4良 案排水 施設の 整備
3S(6)
3.良案用水の 確 保
3X(7)
2.農道の整備
65S(157)
図10整 備 が必要 と思われる生産基盤施設
4.集 落 地域 の現 状 と計画課題
(1)集落地域の選定条件と対象集落
集落地域整備法による集落地域の選定条件は、都市計画
区域と農業振興地域が重複 した区域であること。規模とし
ては、①対象区域内の集落戸数が概ね150戸 以上、②対
象区域内の農用地面積が概ね10ha以上となっている。
この条件について、神奈川県では市街化区域に隣接 しな
い地域で、100戸 以下でも土地利用調整が必要な集落が
あり、地域が一体 とみなされ地理的条件を考慮 して数集落
139
明治大学 科学技術研究所紀要Vol.39No.(14)
を一つの集落地域と考えられ るため、総戸数の条件をlO
O戸以上 とし、農用地面積10ha以上とした場合に、対象
集落は、表22に示すよ うに111集 落となる。
表22適 用要件 と集落地域の関係
線引
き都
市計
画
未線
引き
都市計
画
農業
振興
地域
調査対象集落
農振
+都計
農地 面積
10ha以上
総 戸数
100戸以
対象外 集落数
10ha
未 満
100戸
未満
横浜市 ○ ○ *
川崎市 O 0 *
横須賀市 O ○ 5 4 　 1 1
鎌倉市 ○ ○ 0 0
逗子市 ○ 一 一 一
三浦市 O 0 11 6 　 5 5
葉山市 ○ 一 　 一
相模原市 O ○ 0 0
厚木市 O ○ 22 15 5 6 7
大和市 ○ O 3 3 一 一 O
海老名市 ○ O 6 6 一 一 0
座間市 O ○ 2 0 1 2 2
綾瀬市 ○ ○ 1 1 一 一 0
愛川町 ○ ○ 10 2 5 8 8
清川村 一 一 一 一 一
平塚市 ○ ○ 17 8 2 9 9
藤沢市 O ○ 7 7 一 一 0
茅ヶ崎市 ○ O 0 0
秦野市 ○ O 12 11 　 1 1
伊勢崎市 ○ ○ 16 11 1 5 5
寒川町 O ○ 2 2 一 一 0
大磯町 O ○ 4 0 4 2 4
二宮町 ○ ○ 2 1 一 1 1
南足柄町 ○ ○ 10 4 2 6 6
中井町 ○ ○ 15 3 1 11 12
大井町 O ○ 8 3 一 5 5
松田町 ○ ○ 0 0
山北町 ○ ○ 0 0
開成町 ○ ○ 3 2 一 1 1
小田原市 ○ ○ 28 17 3 11 11
箱根町 一 一 一
真鶴町 O ○ 0 0
湯河原町 ○ ○ 0 0
城山町 O ○ 14 0 14 10 14
津久井町 ○ ○ 28 2 25 19 26
相模湖町 ○ ○ 11 3 7 5 8
藤野町 ○ ○ 10 0 10 9 10
合計 247 111 80 117 136
表22に示すように、県内の対象市町村は、都市計画区域
と農振地域がない清川村 と農振地域がない逗子市、葉 山町、
箱根町を除く、18市15町(なお、横浜市と川崎市が対象か
ら除外 されている)で ある。
ただし、下記の条件で適用から除外される市町村がある。
1)農地面積が10ha以上でかつ総戸数が100戸 以上の集
落地域がない市町村がある。
座間市、城山町、大磯町、藤野町が該当する。
ただし、集落地域を広 く考えた場合には、対象集落は増
える。
2)線引き都市計画区域で、市街化区域と調整区域に集落
地域がまたがる場合、既存集落が農振地域にあること。
(つま り、既存集落が市街化区域内か、または調整区域内
で農業振興地域からはずれている場合は除外する。)
除外され対象集落地域がない市町村:茅 ヶ崎市、相模原
市、松 田町が該当する。
3)未線引き都市計画区域で、用途区域と用途区域外に集
落地域がまたがる場合、既存集落が農振地域にあること。
(つま り、既存集落が用途区域内か、または用途区域外で
農業振興地域か らはずれている場合は除外する。)
除外 され対象集落地域がない町村:山 北町、湯河原町、
真鶴町が該当する。
(2)計画対象集落地域の分析
集落地域現況調査の対象247集 落(以 下、調査対象 と
い う)に 対 して、総戸数100戸 以上、農用地面積10ha
以上の条件 を満たす、111集 落(以 下、計画対象 とい
う)に ついて分析を行 うと以下のようである。
1)人口の動向
①集落の人 口増減
計画対象の人口動向は、増加 が51集落で46%を占め、次
いで横這い42集落、減少は18集落で16%にすぎない。
表23人 目の動向
甫
調査対象 計画対象 計画対象外
減少 42集落(17%) 18集落 (16%) 24集落(18%)
横遣い UO集落(45%) 42集落 (38%) 68集落(50%)
増加 95集落(38%) 51集落 (46%) 44集落(32%)
計 247集落(100%) 111集落 (100%)136集落(100%)
1
②総戸数 と農家率
総戸数 と農家率には相関関係が見 られ る。総戸数が増加
す ると農家率は減少、総戸数が小さくなると農家率が高く
な る傾向が見 られる。つま り、総戸数が少ない と純農業集
落が増加 し、総戸数が増えると非農家の多い混住集落 とな
っている。
総農家数 と農家率の関係で、集落の人口増減を見たもの
が図13である。
・人 口減少集落は、総戸数が小さいほど多くなっている。
・人 口増加は、総戸数や農家率に関係なく分布 している。
・人 口の横這いは、総戸数1000戸以下に見 られる。
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図13人 口 動 向 別 総 戸 数 と農 家 率 の 関 係
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2)農地面積と農地整備
①農地面積
集落地域の農地面積規模を示 したものが表24で、10ha以
上50ha未満が73集落(66%)、50ha以上100ha未満が29集
落、100ha以上は9集落である。
表24集 落地域の農地面積 と集落数
農地面積 10～49ha 50～99ha
1
100ha以 上
集落数 73集落 29集落 9集落
②農地面積 と農地整備率
農地面積 と農地整備率の関係を見たものが図14である。
平地の集落地域では、農地面積 と農地整備率の相関関係
は見られない。
ただし、15。以上の斜面地では整備率が0%が ほとんど
で、農地整備が困難で進んでいない状況が見られる。
100x
鍋
80%
、
70%
60:C
整
備50%
翠
微
3C"C
20%
10X
脇
020406080100120140160180200
農地面積
図14平 地 ・斜 面 地 別 の 農 地 面 積 と農 地 整 備 率 の 関 係
表25集 落 地 域 の 傾 斜 区 分
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調査対象
1
計画対象
平 地 165集 落(67%) 87集 落(78%
傾 斜地15度以上 82集 落(33%) 24集 落(22%
3)社会資本の整備
社会資本の整備状況を示したものが表26である。
調査対象集落と計画対象集落を比較 した場合に、集落規
模の関係で、計画対象集落の方が各社会資本整備率が高く
なっていることが見られる。
表26社 会資本の整備状況
. 調査対象 計画対象
役場がある 17集落(7%) 11集 落(10%)
学校がある 64集 落(26%) 49集 落(44%)
公民館等がある 175集 落(71%) 80集 落(72%)
病院がある 49集 落(20%) 34集 落(31%)
公園がある 101集 落(41%) 63集 落(57%)
下水道が未整備 185集 落(75%) 65集 落(59%)
特に、計画対象集落は、中心集落としての機能を持った
集落となるため、学校 、役場、病院等の施設が立地 してい
る割合が高い。
以下に、公民館、公園、下水道の整備状況について、総
戸数 と農家率の関係から分析 したものを述べ る。
①公民館等の整備状況
公民館等の整備状況については、図15に示すように、農
家率が低 く、総戸数が500戸以下の集落では、公民館が未
整備な集落が多く見られる。
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図15公民館等の整備状況別 総戸数と農家率の関係
②公園の整備状況
公園の整備状況については、図16に示すように、総戸数
が500戸以下の集落で未整備な状況が見られる。
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図16公 園 整 備 状 況 別 総 戸 数 と 農 家 率 の 関 係
◆
■ ◆
●
■
◆公園がない
■公園がある呪 ■
■▲
u◆、
■
'
女
曇 ○㎞,■
轟'4
口
■
●
田
!■▼
'
金 口■
才
■ ■
■
■
" `■ ■
口
8
◆ ■
③下水道の整備状況
下水道の整備状況は、図17に示すように、農家率が高く
なるほど未整備である。
また、整備中のものが、農家率が低い非農家が多い集落地
域に分布 している。
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図17下 水 道 の 整 備 状 況 別 総 戸 数 と農 家 率 の 関 係
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集 落 内 の 土 地 利 用 問 題 別 総 戸 数 と農 家 率 の 関 係
4)土地利用の状況
土地利用の状況について、総戸数と農地規模の関係から
分析 して見る。
①農林業的土地利用から他用途への転換による影響
農林業的土地利用から他用途への転換による影響を見た
ものが図18である。
総戸数が大きくなるとコミュニティが悪 くなっている。
また、自然環境 ・景観 も悪 くなる。
農地面積が小 さく総戸数 も500戸以下の場合に、自然環
境 ・景観が悪くなっている。
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図18農 林 業 的 土 地 利 用 か ら他 用 途 へ の 転 換 に よ る
影 響 別 、 総 戸 数 と農 家 率 の 関 係
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②集落内の土地利用問題
集落内の土地利用問題を見たものが図19である。
総戸数が500戸以下で農地面積 も40ha以下の場合に、土
地利用が無秩序になっている。または環境 ・自然破 壊が懸
念 されている。
農地規模が多 くなると、末利用地 ・低利用地が多くなっ
ている。
③スプロールの状況
スプロールの状況を示 したものが図20である。
集落周辺での宅地化や幹線道路周辺での宅地化が、総戸
,数や農地面積に関わらず全般的に起きている。
やや農地面積が大きくなると、幹線道路周辺での宅地化が
多く見られる傾向がある。
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図20ス プ ロ ー ル の 状 況 別 総 戸 数 と 農 地 規 模 と の 関 係
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5)農業生産基盤 と生活環境施設の要望
①農業生産基盤の要望
農業生産基盤施設の要望について、農家率 と農地整備率
の関係で見たものが図21である。
・農地整備率が0%の 集落地域では、農道整備の要望が
多い。
・農家率が低い集落地域でも、ほ場整備の要望がある。
・農地の整備率が高いが、農道の整備要望がある。
・農地の整備率が高いか農家率が高い集落地域では、近
代化施設の整備要望が多い。
・農地の整備率が高いが、農業用水の確保や農業排水施
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設の整備要望がある。
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図21農 業生 産基盤 施設 の整備要 望別
農 家 率 と農 地 整備率の 関係
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②生活環境施設の要望
707c
生活環境施設の要望について、総戸数(1,000戸以下)
と農家率の関係 で見たものが図22である。
・集落道路の整備 と集落排水 の整備は、総戸数や農家率
とは関係な く、全ての地域で要望が見 られる。
・公園等の整備 は、農家率が低い(非 農家率が高い)集
落の方が要望が多い。
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図22生 活 環 境 施 設 の 整 備 要 望 別
総 戸 数(1,000戸 以 下)と 農 家 率 の 関 係
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(3)土地利用の計画区分からの検討
1)都市計画か らの視点
計画対象集落を都市計画の土 地利用計画区分構成よ り表
23に示すよ うに4つ の タイプに分けて分析を行 った。
①総戸数 と農家率の関係 を土地利用計画区分か ら分析 した
ものが図23である。
・総戸数500戸 以上になると、市街化区域を含む集落に
限定され、市街化+調 整 区域 タイプ と市街化+調 整区域+
表27計 画集落の土地利用区分よるタイプに分け
a.市街化区域(用 途区域)+調 整区域
(用途区域外) 42集落
b.調整 区域 内 25集落
c.市街化区域(用 途区域)+調 整区域
(用途区域外)+農 振区域外 14集落
d.調整区域+農 振区域外 3つ集落
農振外タイプがほとんどである。
・市街化+調 整区域タイプでは、農家率が多くても30%で
ある。
・調整区域タイプ、または調整区域+農 振外タイプの集落
地域では、500戸 以下で農家率も高い集落がある。
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図23都 市 計 画 の 計 画 タ イ プ 別 総 戸 数 と農 家 率 の 関 係
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図24都 市 計 画 の 計 画 タ イ プ 別
農 地 面 積 と農 地 整 備 率 の 関 係
②農地面積と農地の整備率について見たものが図24である。
・農地面積が大きな集落でも、市街化+調 整区域のタイプ
が見られる。
・農地整備率とタイプの関係はあまり明確ではないが、農
地整備率が0%の 集落には、農振外(用 途地域外)が 入る
タイプが多い。
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2)農振計画からの視点
農業振興地域整備計画より、農振地域内の原則として転
用が禁止 されている農用地区域内の農用地(青 地)と 比較
的農地転用が容易な農用地区域以外の農地としての 白地農
地(白 地)の 面積割合により表28に示すように4つ のタイ
プに分けて分析 を行った。
表28農 業振興地域整備計画よるタイプに分け
l
a.青地のみ のタイ プ 13集落
b.青地 〉白地の タイ プ 38集落
c.青地 ≦白地の タイ プ 33集落
d.白地のみ のタイ プ 22集落
1
なお、資料の関係で5集落が除かれている。
①総戸数 と農家率の関係から分析 したものが図25である。
・青地のみのタイプは、必ずしも農家率が高くはない。
・白地のみのタイプは、農家率は40%以下である。
・他のタイプは、幅広 く分布 し特徴が見 られない。
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図26農振計画のタイプ別農地面積と農地整備率の関係
②農地面積 と農地の整備率について見たものが図26である。
・青地〉白地のタイプは、100ha以上の面積規模の大きな
ものが見られる。
・白地のみのタイプは、50ha以下の小規模なものが多い。
・青地のみのタイプと青地≦白地のタイプは、特徴が見 ら
れない。
・また、農地整備率にっいては、各タイプともにO%か ら
100%と幅がある。
なお、都市計画のタイプ別 と農振計画タイプ別の集落数
を示 したものが表29である。
表29都 市計画のタイプ別 と農振計画タイプ別の集落数
市街化
十調 整
調 整 市街化+調
整+農振外
調 整十
農振外
計
青地のみ 6 3 2 2 13
12 11 7 8 38
1
青地〉白地
青地≦白地
`
11 9 3 10 33
白地のみ 10 2 2 8 22
不明 3 0 0 2 2
計 42 25 14 30 111
(4)土地利用の問題 とスプ ロール状況の関係
「農林業的土地利用から他用途への転換が進むことによ
って、 どのような影響が出ていますか」の設問(土 地利用
1)に対 して、 「自然環境や景観が悪くなった」(以 下、
環境 ・景観の悪化)と 「集落内の他の家、他人 とのつなが
りが希薄になった」(以 下、コミュニティの崩壊)は 、土
地利用のマイナス要因と考えた。 「集落に活気が出てき
た」(以 下、活気が出た)と 「生活環境や生活意識の改善
が進んだ」(以 下、環境、意識の改善)は 、土地利用のプ
ラス要因 と考 えた。
「集落内の土地利用で何か問題が生じていますか」 との
設問(土 地利用2)に 対 して、 「各種の土地利用が混在す
る等集落全体の土地利用が無秩序である」(以 下、土地利
用が無秩序)を マイナス要因 と考え、 「未利用地 ・低利用
地が多い等、効率的な利用が行われていない」(以 下、未
利用地の問題)と 「各種の開発により地価の高騰や環境 ・
自然破壊が懸念 されている」(以 下、環境 ・自然破壊の懸
念)を 準マイナス要因として考えた。
土地利用1と 土地利用2の マイナス要因とスプロール状
況 との関係 を見たものが、図27である。
計画対象集落の111集落に対 して、土地利用1で マイナ
ス要因があると回答 したものが22集落(20%)、この内、
土地利用2で マイナス要因の 「土地利用が無秩序」とした
ものが6集 落、準マイナスの 「未利用地の問題」と 「環境
・自然破壊の懸念」が16集落である。
「土地利用が無秩序」な原因をスプロールの状況から判
断すると、 「集落周辺の宅地化」による場合が多い。
また、 「末利用地の問題」と 「環境 ・自然破壊の懸念」
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の場合 には 、 「道 路沿い の宅地化 」 と 「全般的 に宅 地化 」
が要 因 とな ってい るこ とがわか る。
土地利用1の プ ラス要 因 「集落 に活気 が出てきた」 と
「環境 、意識 の改善 」 と回答 したのが35集落 ある。 スプ ロ
ールの状況 との関係 で見る と 「集 落周 辺の宅地化 」が12集
落 で最 も多 く、次 いで 「道 路沿いの宅地化 」8集 落 とな っ
てい る。
土地利用1土 地利用2ス プロー ルの状況
マイナス要因1
環境 ・景観
の悪化
マイナス要因2
イの崩壊
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図27土 地利用 の問題(マイナス要因)と スプ ロールの状況
土地利用1ス プロールの状況
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図28土 地利 用の プラス要 因 とスプ ロール の状況
(5)農業生産基盤 と生活環境施設の整備要望 との関係
「整備が必要と思われる生産基盤整備」の設問に対 して、
「ほ場整備」については面的整備の希望地区、 「農道、農
業用水、農業排水施設の整備」については線的施設整備希
望地区、 「近代化施設の整備」については、点的施設整備
希望地区として分類 した。
「整備が必要な生活環境施設」の設問に対 して、 「新規
宅地の整備」については宅地整備の希望地区、 「集落道路、
集落排水の整備」については線的施設整備希望地区、 「公
園等、集会施設」については点的施設整備地区として分類
した。
この分類に従って生産基盤整備 と生活環境施設整備の要
望を見たものが、図29である。
1)面的整備の希望地区
面的整備の希望地区は、水田もしくは畑地の基盤整備が
未整備な地域 と考えられる。
生産基盤整備の面的整備の希望地区は23集落で、21%とな
っている。
この内、生活環境施設整備で最も多いのは、線的施設整
備希望地区で20集落となっている。なお、宅地整備の希望
地区は、わずかに2集 落だけである。
従って、生産と生活を一体的に面的整備を希望 している
のは少ないことがわかる。
2)線的施設整備希望地区
線的施設整備希望地区は、生産基盤が一定程度整備済み
か、畑地や樹園地の地域で線的な整備 しかできない集落地
域と考えられる。
生産基盤整備の線的施設整備希望地区は65集落で、59%
を占めている。 この内、 「2.農道の整備」が59集落とほ と
んどを占めている。 この他、 「3.農業用水の確保」は2集
落、 「4.農業排水施設の整備」が4集 落となっている。
生活環境施設の整備 は、線的な施設整備希望地区が51集
落で、最 も多くなっている。
点的施設整備希望地区は11集落、宅地整備の希望地区は
僅かに1集 落である。
3)点的施設整備地区
点的施設整備地区は、基盤整備済みか急傾斜地帯で面、
線的整備ができない地域 と考えられる。生産基盤整備の点
的施設希望地区は21集落で、19%である。
この内、生活環境施設整備については、点的施設整備希
望地区が8集 落、宅地整備の希望地区が7集 落、線的施設
の整備地区が6集 落 となっている。
生産基盤整備の中で、宅地整備の希望が1番 多くなって
いるのが特徴的である。
生産基盤の整備 生活環境施設の整備
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図29農業基盤整備と生活環境施設整備の要望
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5.事 例調査 によ る整備計画手法の検討
事例調査地区については、県の集落調査結果や各行政セ
ンターの担当者および県担当者と協議 して、以下の11市
町、17地 区を選定 して、現地調査 と既存資料か ら検討を
行った。
(1)事例調査地区
事例調査地区の集落形態 と地域の課題 を整理 したものが
表30である。
表30事 例調査地区の問題 と課題
市町名 地区名 形 態 地 域 の 問 題 と 課 題
厚木市 戸 田 ・
長沼 魏㌔
園芸 騨蹴 鵬 翼譲 聾馨鶉撒
厚木市 上古沢 鵠
畑+水 田
顯 然難 砦 卵甦 シ擁 鷲 纏欝歪鵠 麗題・今
伊勢原市 小稲葉 鶏 が主 禦 耀 轡 微 傷講境5竺聯 ・
藤野町 名倉 中山間
畑地 麟 議 灘 脇 灘 』繍撮
棒久井町 鳥屋 中山間
鴨脇 縷 灘 甦!馨り纐 離塁艦 醗
津久井町 青野原 中山間
麟継 鼻禁書部品讐顯撞鐘翻鼎雛票纂雌
南足柄市 内山 崇蕾辛篇
+樹園地 響墨欝 墾鰻婁:轟鵠 黙・ま灘 達
大井町 相和 丘陵
水田+畑
畑+果樹
錨曇纏墾か罐雛織お鑓聾鑓霧三麟鶴翼・
の推進
海老名市 事響丙 習麹:墨魏麟b至翻踊躍惰題貨鑓鰯器8蝿籍鱗窟
藤沢市 遠藤 台地 ・谷
地 §§㌶ 禦 ㌶ 離 職 轟編 縫 ・
藤沢市 離沢欝 欝婁灘 墾麟撒 ㌣ξ蹴 匡欝乎碧綱
藤沢市 宮原 平地水 田
+畑 墾罐 塁織 募繍 鵠編 亨鑓灘 ・
寒川町 田端 鶏+畑 讃欝 欝謹欝 欝織警繋 翻
平塚市 土屋
膿.酪
農 ・果樹 蓬雀 羅農鑓葉鞘 繊 麗碧㌍饗罐
平塚市 吉沢 丘陵
畑地が主 竃 遍鰍 瞬 ・罐 蝶 苦手篇語勢規
三浦市 高円坊
曇‖魏 §響闘瞥纏雛麟羅整麗麗歪星羅翻鰭が必要
三浦市 松輪 羅雛 邊群 麟 鵠 姦翻 鰹鰹 潔 罐富く低い髄 の錨
頁査資料 ①県農地課 平成8年 度集落地域現況璃査
②県都市政策謀 平成2年 度都市計画基礎調査
集計データ集1;市 町村カルテ、データ集4=人 ロ、世帯数及び居住状態、
データ集6:土 地利用、データ集15=基礎集計その2、
図面:土 地利用現況図
(2)事例調査対象の集落地域の分布
集落地域における農地の農振農用地(青 地)と 農振白地
農地の面割合別に、水田、畑、樹園地の農業生産別 と平地、
丘陵 ・台地、中山間の農業地帯別から集落地域の分布状況
を見たものが図30である。
(3)事例地区から見た計画課題別の類型化
事例調査をもとに集落地域の課題別の類型化 を行ったも
のが、図31である。
大きくは、次の5タ イプに分けることができる。
Dス プロール対応型
主に、市街化区域や用途地域に隣接する地域に見 られ、
集落周辺や幹線道路沿いで白地農地内にスプロールが発生
している。また今後スプロールが発生すると考えられる集
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図30事 例地区の集落地域の分布
落地域 を対象 とするものである。
無秩序な白地農地の土地利用や沿道での開発規制、営農
環境の整備、居住環境の保全などの対策が必要である。 こ
のためには都市的土地利用 と農業的土地利用の計画的な区
分 を行い、営農基盤整備や生産組織の形成、無秩序な土地
利用を防止するためにも計画的な新規宅地の整備、お よび
既存集落の生活環境施設 の整備等を行 う必要がある。
2)開発対応型
大規模団地や大学などの開発が行われた場合や、幹線道
路のバイパスやインターチェンジの計画があるところでは、
開発に伴 う周辺への影響に対する土地利用の計画的な対応
が必要な集落地域で、主に、丘陵地や台地がその対象地域
となっている。
開発に伴 う都市的土地利用に対 しては、既存の集落構造
を大きく変化 させない程度の開発を計画的に誘導し、農業
的土地利用 と調和を図 りながら営農環境 と生活環境施設の
改善を図る必要がある。
3)地域活性化型
人口減少に伴 う小学校や地域施設の維持が困難 になって
いたり、高齢化に伴 う農地の維持管理な どが問題 となって
いる。主に、丘陵地や台地、および中山間地帯で多く見ら
れ、地域活性化が求められている集落地域がある。
小学校の維持などのために人 口の誘導が課題で、そのた
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めの受 け皿づ くりが必要である。一方、人口減少を食い止
めるためにも、地域資源を生か した り、観光農業やふれあ
い農園、 あるいは農業公園などの農業を生か した地域の活
性化 を図 る必要 もある。
特に、既に地域施設が整備されている拠点的な中心集落
の整備が必要である。
4)環境 共生(保 全)型
平地、丘陵、台地にかけてあまり都市的な圧力がかから
ない純農 村的な地域では、今後も農業基盤の保全 ・整備 と
併せ生活環境施設整備 も行い、従来か ら地域が持っていた
環境 を維 持 ・保全 していくような環境共生的な整備を図る
ことが重要な集落地域である。
特 に、景観の整備や緑地の保全、水環境整備、居住環境
の整備な どに配慮 した生産 と生活の一体的な整備が必要で
ある。
5)農業保全型
平地や台地上で大規模な農用地(青 地)が ある地域で、
都市近郊 の生鮮食料供給基地としての農産物を生産 し、農
業生産意欲の高い集落地域である。
この よ うな集落地域については、農業基盤整備 を中心 と
して大規 模な区画形成等による営農環境の整備や生産組織
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書号は、青地と白地のパ ター ンを示している.
図31事 例地区における計画課題パターン別の分布
の育成などを図るとともに、集落の生活環境施設の充実も
図る。
(4)各事例地区から見たタイプ別の整備方策の検討
1)農 地整備状況からの類型化の前提条件
集落地域について、農業振興地域整備計画のパターン別
と農地整備状況からの視点による類型化の前提条件 を整理
すると次のようになる。
農振農用地(青 地)と農振白地農地との関係においては、
表27に示すように大きくは4パ ターンで、農振農用地(青
地)と 白地農地の整備状況により10タイプが考 えられる。
このタイプに対して、農地整備状況により4つの整備タ
イプが考えられる。
①Aタ イプ:生 活環境整備型
青地 ・白地 とも整備済みのAタ イプの場合は、以下の4
パターンに分類できる。
a)「AOタイプ」
農用地(青 地)の みで整備済みのタイプAO
b)「A1タイプ」と 「A2タイプ」
青地 と白地農地の両方が整備済みのタイプA1とA2
c)「A3タイプ」
白地農地のみで整備済みのタイプA3
いずれものタイプの場合も、農用地が整備済みのため、
集落の生活環境整備が主体 となる生活環境整備型 と考えら
表31農 振計画 と農振農用地と白地農地の整備状況
による集落地域のタイプ分け
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れ る。
ただし、農用地や白地農地の整備が、10a程度の整備で、
団地も分散 している場合に、再整備の希望地区では、基盤
整備と合わせた 「生産 と生活一体型」の整備も考えられる。
②Bタ イプ:農業保全型
青地のみで未整備のBタ イプの場合には、青地のみの農
業基盤整備を中心 とした農業側の整備が中心となり、農業
側からの生活環境施設 を併せて行 うような農業保全型が考
えられる。
ただし、非農用地希望地区では、基盤整備 と一体的に非
農用地を創出することも可能である。
③Cタ イプ:白 地農地+生 活環境施設の一体型
白地が未整備なCタ イプの場合は、以下の3パ ターンが
考えられる。
a)「C1タイプ」 と 「C2タイプ」
農用地(青 地)が 整備済みで白地農地が未整備なタイプ
C1とC2
b)「C3タイプ」
未整備な白地農地のみのタイプC3
いずれの場合 も、白地農地の基盤整備を中心に集落の生
活環境施設 の整備 とが一体的に整備が可能なタイプで、白
地農地+生 活環境施設の一体型である。
この場合に、白地農地の面的な整備に伴い非農用地の創
設や協 定農地の位置づけが可能である。ただ し、残 りの優
良農地 にっいては、整備に伴い青地農地に変更す ることも
考えられ る。
④Dタ イプ:生 産 と生活の面的な総合型
青地 と白地の両方ともに未整備なDタ イプは、 「タイプ
D1」 と 「タイプD2」 の場合が考えられる。
青地 と白地農地の基盤整備を一体的に行 うことが考えら
れ、非 農用地の創出に伴い青地と白地の交換分合や換地も
行われ 面的な整備が可能である。併せて、集落の生活環境
施設も一体に整備することができるので、生産 と生活の面
的な総 合型と考 えられ る。
2)各事例地区か ら見たタイプ別の整備方策の検討
各事例地区か ら見たタイプ別の整備方策の検討 を行った
ものが 、表32である。
表32事 例地区から見たタイプ別の整備方策の検討
タイプAの 場合:農 振農用地(青 地)・ 白地農地ともに整備済 みの場合
地 区 名 形 態 地 区 の 概 況 と 問 題 地 区 整 備 の 課 題 整備の方策
厚木市
戸田長沼
平地
水田中心
畑+施 設
園芸
市街化区域隣接部、 白地農地が半数 、幹線道
路沿い 白地農地の宅地化問題、水田の再 区画
整理、施設園芸の充実
※既存集 落は市街化区域 内、農地は調 整 区域
にある場合の農地整備 の問題
・水 田の再 区画整理のない場合
は、既存集 落の生活環境整備 だ
けの対策
・ただ し、白地農 地の土地利用
計画
は必要であ る。
・特に、沿道対策が必要である。
・再区画整理 を行 う場合は、非
農用地の創 設などが可能 であ る。
*スプロール対応型
・白地農地 の土地利 用計
画沿道規制
・集落の生活環境整備
→再区画整理の場合
*農地の基盤整備 と生活
環境整備の一体的対応型
i(青地)i
i整備済i (白地)
整備済團
{タイプA2》
海老名市
中河内
平地
水田
水 田の基盤整備は済んでいる
水 田の一 部団地 が農用地指定 されて い る以
外、すべて 白地農地である
自然堤防に集落が立地 し集村 をな してい る
公共施設が一団で介在 している
田は、生産基盤の整備 による省力化、 生産組
織の育成、協業化を推進す る。
・白地農 地の土地利用 計画が必
要である。
・既存集 落の生活環境整備
*環境共生(保 全)型
・白地農地の土地利用計
画集落の生活環境整備
→再区画整理の場合
*農地の基盤整備と生活
環境整備の一体的対応型
i、 白地,
圏
整備済
{タイ プA3》
タイプBの 場合:青 地農地が未整備の場合
地 区 名 形 態 地 区 の 概 況 と問 題 地 区 整 備 の 課 題 整備の方策
三浦市
高円坊
台地丘陵
畑地が主
低地水田
台地上の畑地が未整備、
低地部の水 田の効率的な利用を図 る。
集落内の道路が狭 く、通行に不便
畑地の基盤整備
低地部水田の基盤整備
既存集落の集落道路整備
*農業保全型
・畑地総合整備
農地の基盤整備
・集落の生活環境整備
農用地(青地)
未整備
團 三浦市松 輸 丘陵畑地海岸漁港 漁村と農村からなるほ場整備は進んでいるが要望がある丘陵部畑地の都市圧はない集落内道路が狭い整備
生産性が低い畑地の農地整備や
農道整備が必要
集落道路整備を主に生活環境整
備が必要
*農業保全型
・畑地整備
・集落の生活環境整備
《タイプB》
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タイプCの 場合:白 地農地が未整備の場合
地 区 名 形 態 地 区 の 概 況 と 問 題 地 区 整 備 の 課 題 整備の方策
伊勢原市
小稲葉
平地
水田が主
広い水田地帯
集落周辺や幹線道路にスプロ ルー化が発生
集落内道路は狭い
集落排水施設の要望がある
あやめの里づくりが行われ いる
県営ほ場整備 の計画があり、土
地基盤整備併せ て集 落の生活環
境の一体的な整備が考えられ る
集落内道路や集落排水施設の生
活環境整備+地域資源の活用
*環境共生(保 全)型
農地の基盤整備 と生活
環境整備 の一 体的対応型
・県営ほ場整備 事業+集
落地域整備事業
・水環境整備
農用地(青地)
整備済
藤沢市
葛原菖蒲
沢
台地の畑
集落は緩
傾斜地
農地の基盤整備は進んでいる
幹線道路の周辺 で宅地化が進んでいるが、大
きな土地利用変化はない
集落道路整備の要望がある
市街化区域に隣接 しているため、
今後都市化に対する都市的土地
利用 と農業的土地利 用の総合的
整備 を図る必要がある
*環境共生(保 全)型
・白地農 地の基盤 整備 と
生活環境整備 の一体的整
備
既存
集落
(白地)
未整備
平塚市
土屋
丘陵
畑地 ・酪
農 ・果樹
河川沿いの谷地に集落が立地
平地や丘陵台地の青地農地は整備済み、谷地
の 白地農地は未整備である
大学の開発があった
集落内道路が狭い、公園整備の要望がある
谷地の基盤整備 が課題
生活環境整備 も遅れてお り、整
備が
必要 である
*環境共生(保 全)型 ・
開発対応型・小規模な基盤整備
・生活環境整備《タイプC1》
海老名市
本郷
台地 ・畑 施設野菜や露地野菜の畑地帯である
全て白地農地となっている
人 口は増加 している、集落周辺や幹線道路沿
いでスプロール的な宅地化が進んでいる
集落排水施設の要望がある
白地農地の土地利用計画 と基盤
整備 を行 う必要である
既存集落内の生活環境施設整備
を図る必要がある。
*スプロール対応型
(集落地域整備法活用型)・白地農地の基盤整備 に
より、非農用地創設を行
?生活環境整備も行う
(白地)
未整備
囲 厚木市上古沢 山麓谷地畑+水 田 山麓の谷地、全て白地農地、未整備である隣接 して大規模な住宅団地(森 の里)が ある自然環境や 自然破壊、地価高騰の問題耕作放棄地などの荒れ地が点在 している
集落内道路の整備要望がある
国道のバイパスとインターの計画がある
谷地 田の 白地農地の整備 が考 え
られ るが、小規模で整備 は難 し
い
今後のバイパス とインターチェ
ンジの開発による対応が問題
*開発対応型
・白地農地の基盤整備
(小規模 な基盤整備)
・生活環境整備
《タイ プC3》
タイプDの 場合:青 地農地と白地農地ともに未整備の場合
地 区 名 形 態 地 区 の 概 況 と 問 題 地 区 整 備 の 課 題 整備の方策
藤沢市
宮原
平地
水田+畑
既存集落は散居、集落全般的 に宅地化が進行、
集落周辺は、白地の畑地で未整備
河川沿い平坦な水田(青 地)の
基盤整備
*ス プロール対応型と環
境共生(保全)型
農用地(青地) 河川沿い平坦な水田は青地 で、未整備 集落周辺の畑 と既存集 落の一体 ・青地の水田 と白地の畑
未整備 集落道路の整備要望がある 的な基盤整備が必要 と集落の一体的総合整備
大井町
相和
丘陵
水田+畑
人 口減少対策、小学校の維持、高齢化対策
平地の水 田、丘陵の畑+樹 園地、未整備であ
平坦地の土地改良事業の推進 *環境共生(保 全)型 と
丘陵地の畑 ・樹園地の基盤整備 地域活性化型
既存 (白地) 畑+果樹 る 「いこいの村あ しが ら」や農産物の直売 地域資源を生かした観光農業等 ・丘陵地を生か した生産
集落 未整備 所がある企業等の末利用地が多い の発展を行い地域活性化を図る と生活の一体的な整備
南足柄市 山麓丘陵
水田+畑
河川沿いの水 田が未整備、ほ場整備 の要望が
ある
河川沿い低地部水田の圃場整備 *環境共生型と地域活性
内山 地域資源や 自然を生か した、生 化型(集落地域整備法型)
《タイプD1》 +樹園地 旧村の中心集落で、小 ・中学校や農協 、商店 産 と集落環境の一体的な整備 ・水田 と畑 の基盤 整備 に
な どの集積 がある 新規宅地による人 口対策 よる非農用地 の創 出と生
人口減少にともない学校の維持が問題 活環境整備)
津久井町 中山間 国道沿いの10集落か らなる 自然環境を生かした集落整備 *地域活性化型
青野原 緩傾斜地 小 ・中学校がある 拠点集落の面的な整備 ・中心地集落 の環境保全
畑地中心 一部で、集落周辺で宅地が進んでいる 地域資源やふれあい農園等を発 上の土地利用計 画 と面的
ふれ あい農園が整備 されている 展 させる土地利用計画が必要 な整備による拠点づ くり
寒川町 平地 市街化区域 に隣接、白地農地内での都市的土 都市的土地利用と農業的土地利 *スプロール対応型
田端 水田+畑 地利用の混在が多く見られる 用の一体的整備が必要 (集落地域整備法型)
(青地) 優良農地が一団に残っている 水田は田畑輪換なる整備が必要 ・白地農地 を中心 とし一
未整備 集落内道路が狭い 優良農地の確保 部青地農地も含めた基盤
(白地)
未整備
新規宅地の整備要望がある 生活環境施設の整備 整備と生活環境整備
平塚市 丘陵 傾斜地で不整形農地が多い、道路も狭 い 丘陵傾斜地の基盤整備が課題 *環境共生(保 全)対 応
吉沢 畑地が主 人口は横這い、小学校 の児童数減少 新規宅地を含めた生活環境整備 型と開発対応型
既存 集落内道路が狭い、生活環境整備はあま り整 が必要 、ただ し周辺で大規模な ・農道 をは じめとす る総
集落 備 されていない 宅地化 が進行中、調整が必要 合的な土地基盤整備
新規宅地の整備要望がある ・非農用地の創設 と既存
集落の生活環境整備
《タイプD2》
藤沢市
遠藤
台 地 ・谷
地 畑 が 主
集落周辺の住宅団地や大学等の大規模開発が
行 われてい る。集落周辺で宅地化が進んでい
低地部の水田の整備集落
周辺の白地農地の土地利用
*スプロール対応型 と開
発対応型
+水 田 る 計画が必要 ・都 市的土地利用 と農業
生活道路整備の要望がある 斜面林の保全 土地利用の調和 を図 り、
耕作放棄地が見られる 農業環境の総合的整備を
行 う
津久井町 中山間 道路沿いに9集 落が連担 している 白地農地の計画的土地利用 *地域活性化型
鳥屋 畑地中心 人 口増加が2集 落で見られる、幹線道路局辺 斜面緑地の保全 ・土地基盤整備や近代化
+樹園地 の宅地化が進行 してい るミニ開発 も見 られ る 宮ケ瀬ダ ムの立地条件を生か し 施設、生活環境施設整備
生活環境施設は未整備で、集落道路の整備要 た観光農業が課題 ・観光農業等の施設整備
望が強い 中心集落には、小 ・中学校がある 儂業環境総合整備事業)
藤野町 中山間 4集落か らなる1集 落で都市圧による人 口 都市的土地利用に対する対策と *ス プロール対応型と地
名倉 畑地 増加 して農 振の見直 しが行われ 集 域活性化型
観光農園 「ふ じの園芸 ラン ド▲や、 「ふるさ 団農 地は農用地、集落周 辺は 白 ・集団農地の 自然環境 保
と芸術むら」の拠点地区整備が行われ ている 地農 地 とした観 光農 園 「ふ じの 全的の基盤整備
ま とまった集団農地は農用地指定されている 園芸 ラン ド」やfふ るさと芸術 ・白地農地の計画的対応
ほ場整備や農道整備の要望がある む ら構想 」 と連携 した地域の活 ・生活環境整備
集落道路整備要望もある 山林は保安林指定 性化
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(5)集落地域の類型化と整備イメージ
D農 業地帯別 と農地整備状況か らの視点による類型化と
整備イ メージ
農地整備状況か ら集落地域の整備方針を検討すると、一
律ではなく、農業地帯別農地整備状況別で異なると考えら
れる。
以下は想定される整備タイプを整理したものである。
①河川沿いの低地部(水 田地帯)整 備の場合
a.相模川水系の相模平野は、10a区画程度の基盤整備が行
われており、今後は、再区画のほ場整備を促進 し、団地化
を図る必要がある。
b.酒匂川水系の足柄平野は、基盤の未整備な地域が多く、
ほ場整備を促進する必要がある。
丘 陵地 域の ため 、面的整
備 が困難 な地域である。
.従って 、面整備 は難 しく
農道整備 が中心 となる。
既 存集 落は 、低 地部 にあ
る場合 に は、 面整備 が 可能
で、「生産(点 、線)と 生活
(面)の 整 備型jが 考 え ら
れ る。 丘 陵地 に点 在 してい
る場合に は、「生産 と生 活の
点、線 の整備型」 とな る。
生産と生活の点・線整備型
生活環境整備
面整備(点、線)
未整備 面整備(困 難)
点 ・線 の整備
既 存
集落
①基盤整備済みの場合
基盤整備済みの場合に
は、生活環境整備の点 ・
線の整備 が中心となる
「生活環境整備型」とな
る。
※ただし、再区画のほ場
整備を促進し、団地化を
図る場合には、 「ほ場整
備と生活環境整備の一体
型」が考えられる。
生活環境整備型
生活環境整備
墓、線整備
整備済
(再区画整備)
(非農用地の創設)
既 存
(面)
ほ場整備と生
集落
活環境整備の一体型
②未整備農地がある場合
ほ場整備を促進し、「ほ
場整備と集落の生活環境
整備の一体型」が考えら
れる。
非農用地を創設 し、新
規宅地用地の面的な整備
も考えられる。
生活環境整備
面壁備(点、線)
一
未整備
面整備
・非農用地の創設
既 存
集落
④山間部(小 規模農業地域)整 備の場合
a.津久井地域に多く見 られる。
b.活性化対応型や都市農村交流型を考える地域である。
:拠点施設の整備→ふれあい農園、観光農園
c.この地域には、未線引き都市計画区域の用途地区以外の
スプロール問題がある。
特定地域土地利用計画での対応による地域である、集落
単位の計画が必要である。
水 田は 、小規 模 な
ほ場整 備で 、 田畑転
換 の促進 を図る。
畑 地は 、農道 、 ほ
場 区画 、 かん水 施 設
整備 を行 う。
拠 点集 落の整 備 が
中心 で、 生活 環境 整
備を行 う。
地 域 の活性 化の た
めの施策を行 う。
いずれ に して も、
1集 落 では 、小規 模
集落で、 「数集 落複合
整備型」 とな る。
数集落複合整備型
小規模
ほ場整備
田園居住用
地
公園
集会所整備
集
落
.≠ 一.
?? 未整備
農道
用排水路整備
集
落
弍_、
拠点施設整備
集落道 路
集落排水施垂
整備
②台地上の畑地整備の場合
a.三浦地域は、畑地潅概整備が進んでいる。
ほ場整備、海潮i施設整備、土壌改良、谷地田の畑地転換
を図る。
b.他の地域は、未整備なところが多い。
農道、ほ場区画、潅慨施設整備を推進する必要がある。
農道や潅流施設の線的
な整備が中心となり、生
活環境整備も同様に、点
や線の整備 となる、「線
整備+生活環境(点、線)備
整備型」と
なる。
②未整備農地がある場合
畑地の面整備 を行い、
非農用地を創設 して、新
規宅地 も含めた生活環境
の面的な整備 も考えら
れ、「農地と生活環境の一体的な面整備対応型」
となる。
農地と生活環境の一体的な面整備対応型
生活環境整備
面整備(点、線)
面整備
未整備
・非農用
既 存
集落
地の創設
③丘陵地(樹 園地)整 備の場合
湘南、西湘地区に多く、未整備な樹園地が多い。
2)農振計画のパターン別による整備イメージ
市街化区域や用途地域に隣接す るスプロール対応型の集
落地域の場合には、都市的土地利用と農業的土地利用の計
画的な秩序形成が必要である。
また、地域活性化型に対応 した集落地域では、非農用地
等の創設が課題 となる。
新規住宅地等の非農用地整備イメージを農振計画のパタ
ーン別によるを整理したものが、表33である。
①集落の生活環境整備型 《A1,A2タ イプ》
青地と白地農地ともに整備済みで、集落の生活環境整備
が中心となる。 ただ し、農地の再区画整備 を行 う場合 には、
D1,D2タ イプが考えられる。
AOタ イプとA3タ イプも同様な考え方となる。
②青地農地の基盤整備型 《Bタイプ》
青地農地が未整備で、青地農地の基盤整備が中心となる。
非農用地の創設が可能である。
③ 白地のみの基盤整備型 《C1,C2タ イプ》
青地農地は整備済みで、白地農地は未整備である。 白地
農地の基盤整備が中心 となる。非農用地の創設、協定農地、
一部は、白地農地から青地農地へも考えられる。
青地農地か ら非農用地、協定農地へは、交換分合の場合
は可能である。
④青地 と白地農地一体的基盤整備型 《D1,D2タ イプ》
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青地 と白地農地 ともに未整備で、青地と白地の一体的な
基盤整備が考えられ る。非農用地の創設、協定農地、青地
農地の整備 は大区画整理で ある。
青地か ら白地、白地か ら青地等への換地計画が可能であ
るが、交換比率の問題が課題としてある。
⑤ 白地農地の基盤整備型 《C3タイプ》
青地がなく白地農地が未整備 な場合で、白地農地の基盤
整備だけとなる。非農用地 の創設、協定農地が考えられ、
基盤整備に伴い、優良農地 は、青地農地とすることも考 え
られる。
農地所有者の意向によ り非農用地、協定農地、青地の配
分比率が問題 となる。
表33農 振計画のパターン別による整備イメージ
計 画 現 況 整 備 項 目
*集落の生活環境整筒型 {A1,A2タ ィブ} 青地と白地農地ともに整備済み
・集落の生活環境整備が中心となる
ただ し、農地の再区画整備を行う場
合には、D1,D2タ イプが考えら
れ る.
※AOタ イプとA3タ イプも同様な
考え方となる。
1_
1
…
,既
i存
集
落
一
1
農振
泊地)i
整備済i
農用地
(青地)
整備済
;
割
・一 ⌒ 〉 一 一.一
農顕
(白地)
整備済
農用地
(青地)
整備済
…
…
…
.
一"－A噺 一
*青地農地の基盤整筒型 {Bタイプ} ・青地農地が未整備
・青地農地の基盤整備が中心となる
・非農用地の創設が可能である。
一 一
非
既 農
存 用
銀 地
轄
一 一
.一 一「--,テ ー ー ー 一
農用地
(青地)
基盤整備 馨
i匡
農用地
(青地)未整備
*白地のみの基盤整備型 {C1,C2タ イ プ} ・青地農地は整備済み
白地農地は未整備
白地農地の基盤整備が中心となる
・非農用地の創設
・協定農地
・一部、白地農地から青地農地へ
※青地農地から非農用地、協定農地
へは、交換分合の場合可能
ヨi'協…
既 ●i定i
存 用i農1
集 ㎏1地i
落
^'"
i
…
:
'
農用地
(青地)
整備済
一
既
存
集
落一
農 振
(白地)
未整備
農用地
(青地)
整備済
*青地と白地農地一体的基盤豊筒型 {D1,D2タ イプ》
一'⌒,一 一「一「一「一・一'
・青地と白地農地は未整備
・育地と白地の一体的な基盤整備
・非農用地の創設
・協定農地
・青地農地の豆偏(大 区画整理)
・青地から白地、白地から育地等へ
の換地計画が可能
※交換比率の問題が課題 としてある
非i協i
既 農i定i
存 用1農i
追」口i地…
!
農用地
(青地)
基盤整備
既
存
藁
蕎
…
㌔^_,・,rr一
農振
(白地)
未整備
一
農用地
(青地)
未整備
⌒'噺 一
*白地田地の基盤整筒型
農 振
(白 地)
未整備
白地農地が未整備(青 地な し)
白地農地の基盤整備
・非農用地の創設
・協定農地
・基盤整備に伴い、優良農地は、青
地農地とする
※農地所有者の意向によ り非農用
地、協定農地、青地の配分比率が
問題 となる.
非
既 農
存 用
集 地
蒔
既
存
集
落
一
一'炉一 ←「一 一
{C3タ イ プ⊃
'r^' 一一]
　 .
協
定
農
地
農用地
(青地)
基盤
鮪
・・.・
|
…
.
…
3)県における集落整備の類型化と整備イメージ
神奈川県における農業地帯別 、農地整備状況別 に集落整
備の類型化 と整備イ メージ をま とめたものが図32である。
大きくは、農業地帯別 の農地整備の状況か ら、集落地域
の類型化別の整備イメージが考 えられ、農振計画のパター
ン別 に整備イ メージを想定 するものである。
①河川沿いの低地部(水 田地帯)整備の場合
相模川水系の相模平野は 、10a区画程度の基盤整備が行
われてい る。今後は、再区画のほ場整備を促進 し、団地化
を図る必要がある。酒匂川水系の足柄平野は、基盤の未整
備な地域が多く、ほ場整備を促進する必要がある。
a.基盤整備済みの場合には、生活環境整備の点 ・線の整
備が中心となる集落の生活環境整備型が想定される。
b.未整備農地の場合には、ほ場整備 を促進し、ほ場整備
と集落の生活環境整備の一体型で、非農用地を創設 し、新
規宅地用地の面的な整備も考えられる。
農新計画の状況により、青地農地の基盤整備型、白地の
みの基盤整備型、白地農地の基盤整備型、青地と白地農地
の一体的整備型の3タ イプが想定される。
②台地上の畑地整備の場合
三浦地域は、畑地潅慨整備が進んでいる。ほ場整備、潅
慨施設整備、土壌改良、谷地田の畑地転換を図る。他の地
域は、未整備なところが多い。農道、ほ場区画、潅概施設
整備を推進する必要がある。
a.基盤整備済みの場合 は、農道や灌慨施設の線的な整備
が中心 となり、生活環境整備も同様に、点や線の整備 とな
る、線整備+生 活環境(点 、線)整 備型が想定される。
b.未整備農地がある場合には、畑地の面整備を行い、非
農用地を創設 して、新規宅地も含めた生活環境の面的な整
備 も考えられ、農地と生活環境の一体的な面整備対応型が
考えられ、農振計画により白地のみの基盤整備型、白地農
地の基盤整備型、青地と白地農地の一体的整備型の3タイ
プが想定される。
③丘陵地(樹 園地)整 備の場合
湘南、西湘地区に多く、未整備な樹園地が多い。
丘陵地域のため、面的整備が困難な地域である。従って、
面整備は難 しく農道整備が中心となる。既存集落は、低地
部にある場合には、面整備が可能で、生産(点 、線)と 生
活(面)の 整備型が考えられ る。農新計画や地形条件等の
状況により、白地のみの基盤整備型、白地農地の基盤整備
型、青地と白地農地の一体的基盤整備型の3タ イプが想定
される。
④山間部(小 規模農業地域)整 備の場合
津久井地域に多く見られる。活性化対応型や都市農村交
流型を考える地域である。ふれあい農園、観光農園などの
拠点施設の整備が必要である。
この地域には、未練引き都市計画区域の用途地区以外の
スプロール問題がある。特定地域土地利用計画での対応に
よる地域である、集落単位の計画が必要である。
水田は小規模なほ場整備で、田畑転換の促進を図る。畑
地は農道、ほ場区画、かん水施設整備を行 う。 拠点集落
の整備が中心で、生活環境整備を行い、地域の活性化のた
めの施策を行 うなどが考えられるが、いずれにしても、1
集落では、小規模集落で、数集落複合整備型で、青地と白
地の一体的基盤整備型が想定させる。
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農業地帯別の農地整備の状況 集落地域の類型化別の整備イメージ 農振計画のパターン別の整備イメージ
1.河川沿いの低地部(水 田地帯)
整備の場合
a、相模川水系の相模平野は、
10a区画程度の基盤整備が
行われている。
今後は、再区画のほ場整備
を促進 し、団地化を図る必要
がある。
b..酒匂川水系の足柄平野は、
基盤の未整備な地域が多く、
ほ場整備を促進する必要があ
る。
皿.台地上の畑地整備の場合
①基盤整備済みの場合
みの場合には、生活環境整備の点 ・線の整備が中
心 となる 「生活環境整備型」 となる。
生活環境整備型
生活環境整備
点、線整備
整備済
既存落
の)
※ただし、再区
画のほ場整備を促進 し、団地化 を図る場合には、「ほ場整備 と
生活環境整備の一体型」が考 えられる。
②未整備農地がある場合
ほ場整備を促進 し、「ほ場整備 と集落の生活環境整備の一体
型」が考えられ る。
非農用地を創設し、新規宅地用地の面的な整備 も考えられる。
ほ場整備と生活環境整備の一体型
*集落の生活環境整備型
{A1,A2タイプ}
國
農振
(白地)
整備済
生活環境整備
面整備(点、線)
未整備
?
?
農用地
(青地)
整備済
聯 地の創設
・青地 と白地 農地 ともに整備済 み
・集 落の生活 環境 整備 が中心 とな る
※ただし、農地の再区画整備を行う場合には
D1,D2タ イプが考えられる。
※AOタ イプとA3タイプも同様な考え方と
なる。
*青地農地の基盤整備型
《Bタイプ}
a.三浦地域は、畑地潅概整備
が進んでいる。
ほ場整備、潅流施設整備、
土壌改良、谷地田の畑地転換
を図る。
①基盤整備済みの場合農道
や灌概施設の線的な整備が中心 となり、生活環境整備も
同様に、点や線 の整備とな る、「線整備+生 活環境(点 、線)
整備型」となる。
生産(線)+生活環境(点 、線)'の整備型
生活環境整備
整備済
農道整備
潅慨施設整備
点 、線 雛
?
?
?
?
?
?
?
?
b.他の地域は、未整備なとこ
ろが多い。
農道、ほ場区画、潅慨施設
整備を推進する必要がある。
農用地
(青地)
基盤整備
②未整備農地がある場合畑地
の面整備を行 い、非農用地を創設 して、新規宅地 も含め
た生活環境の面的な整備 も考えられ、「農地 と生活環境の一体
的な面整備対応型」となる。
農地と生活環境の一体的な面整備対応型
生活環境整備
面整備(点 、線)
未整備 磯
懸
用地の創設
皿.丘陵地(樹 園地)整備の場合
湘南、西湘地区に多く、未整
備な樹園地が多い。
・青地農地が未整備
・青地農地の基盤整備が中心 となる
・非農用地の創設が可能である。
*白地のみの基盤整備型
《C1.C2タイプ}
屑屑
?
?
?
?
農用地
(青地)
整備済
丘陵地域のため、面的整備 が困難な地域である。
従って、面整備は難 しく農道整備が中心となる。
既存集落は、低地部にある場合には、面整備が可能で、「生産(点、線)
と生活(面)の整備型」が考えられる。
丘陵地に点在 している場合には、「生産 と生活の点、線の整備型」
となる。
生産と生活の点 ・線整 備型
生活環境整備
面整備(点、線)
未整備 面整備(困 難)点 ・線の整備
難
・青地農地は整備済み、白地農地は未
整備
非農用地の創設+協定農地・一部、白地農地か ら青地農地へ
※青地農地から非農用地、協定農地へ
は、交換分合の場合可能
*白地農地の基盤整備型
《C3タイプ}
屑屑
?
?
?
?
農用地
(青地)
基盤整備
・白地農地が未整備(青 地な し)
・白地農地の基盤整備+非農用地の創
設+協定農地・基盤整備に伴い、優良農地は、青地
農地とする
※農地所有者の意向により非農用地、
協定農地、青地の配分比率が問題と
なる。
ロ.山間部(小規模農業地域)整備
の場合
a.津久井地域に多く見 られる。
b.活性化対応型や都市農村交
流型を考える地域である。
1拠点施設の整備
→ふれあい農園、観光農園
c.この地域には、未線引き都
市計画区域の用途地区以外の
スプロ ルー問題がある。
特定地域土地利用計画での
対応による地域である、集落
単位の計画が必要である。
水田は、1j・規模なほ場整備 で、田畑転換の促進を図る。
畑地は、農道、ほ場区画 、かん水施設整備 を行 う。
拠点集落の整備が中心で 、生活環境整備を行 う。
地域の活性化のための施 策を行 う。
いずれに しても、1集落 では、小規模集落で、「数集落複合整
備型」となる。
数集落複合整備型
小規模
禮『 三 三'一ー
居住用地 1`
公園
!集
!
1-_.._._
.一 」
!農 道'三ξ一^午}
集落道路
集落排水施設
*青地と白地農地の一体的基盤整備型
《D1.D2タイプ》
團閨
?
?
?
?
農用地
(青地)
基盤整備
・青地と白地農地は未整備
・青地と白地の一体的な基盤整備
+非農用地の創設+協定農地
・青地農地の整備(大 区画整理)
・ 青地か ら白地、白地か ら青地等への換地計画が
可能
※交換比率などの問題が課題 としてある
図32神 奈川県における集落地域の類型化 と整備イメージ
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7.お わ りに
本論は、神奈川県を事例として、集落地域の整備計画手
法について提案 したものである。
本研究は、神奈川県の 「集落地域整備法の活用に関する
基本的な考え方」及び 「集落地域整備方針」に活かされて
いる。平成8年 から神奈川県大井町でワークショップによ
る実際の計画策定作業を行っている。
2000年には、都市計画法が30年ぶ りに改正 され、区域区
分の選択制導入、既存宅地制度の改善 と市街化区域に隣接
する土地の区域における一定の開発行為特定用途制限地域
の指定、準都市計画区域の指定などが行われ、市街化調整
区域での個別開発の容認が懸念される。このためにも、農
村側か ら市町村マスタープランなどへの集落地域に対する
整備計画手法が必要である。
また、残 された集落地域の課題 としては、神奈川県の特
徴 として市街化区域 と市街化調整区域の両方に含まれる農
業集落が490あり、重複地域の61%を占めている。これ ら
の農業集落では、市街化区域縁辺部の土地利用調整が必要
な農業集落 と考えられる。
このように、市街化区域(用 途区域)と 市街化調整区域
(用途区域外)に またがる集落地域の場合で、既存集落が
市街化区域に取り込まれている場合には、本調査の対象外
となってお り、今後検討が必要である。
例えば、市街化区域とまたがるような集落地域の場合に、
隷農住区的考えができる地区や一般保留地を活用 して周辺
農地 も含めた開発抑制に対する技術的対応が可能な地区に
ついては、土地利用調整(都 市 ・農村調整)プ ログラム等
の検討が必要である。
なお、本論 は、平成9年 と平成10年における明治大学科
学技術研究所の重点研究の助成を受けて行った研究である。
また、この研究には、神奈川県農地都農地計画課と財団法
人都市経済研究所の協力を得て実施 した計画研究である。
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